
教育研究創発機構第二回公開研究会 

 

苅谷 それでは定刻になりました。ちょっとこの時計が進んでいるようです

けども、ほぼ私の時計では３時になりましたので。これから第２回目になりま

すが、東京大学大学院教育学研究科教育研究創発機構の公開研究会を始めさせ

ていただきます。 

 最初に、今日司会を務めます、私、教育研究創発機構の機構長であります東

京大学の苅谷です。よろしくお願い致します。最初にシンポジウムの前に少し

だけこの機構というものについて、初めての方もいらっしゃると思いますので

少し宣伝をさせてください。それからあとで今日のシンポジウムのご登壇なさ

っている３人の先生をご紹介致します。 

 この機構というものは、これも皆さんご承知の通り、国立大学が大学法人化

ということで、今各地でいろいろな改組が行われておりますが、そういったこ

との一環と致しまして東京大学の教育学研究科におきましても、これまでの研

究を更に一層発展させて新しい、旧来の学問の壁を超えた研究を進めていこう

ということで、そういうことの研究のプロモーションなり、ネットワーキング

というのでしょうか、そういうその新しい研究を生かして創発していくか、そ

の創造と誘発と言っていいんでしょうか。そういうものを目指した新しい組織

です。 

 一つの狙いは今申し上げましたように、これまでの旧来の学問の壁を超えよ

うという願いが込められておりますが、同時に、教育学研究科のさまざまな研

究センター、あるいは今ＣＯＥ等で進めております研究を外に向けて発信して

いこうと。その場合に、それぞれのセンターが行っている研究活動を、ただ単

にこう発表するだけではなく、なるべくそれらを融合して新しい課題を見つけ

ながらそこで新しい研究の芽と言いましょうか、そういうものを作り出してい

こうと、そういう狙いを持った機関です。そういうこともありまして、今回で

２回目になりますが公開というかたちでゲストの方をお招きしたり、あるいは

内部の東大のスタッフが中心となった研究会を外に向けてやっていこうという

ことです。 

 本日は第２回目と致しまして、今日お手元に、皆さんの所に資料が行ってい

ると思いますけれども、地方の分権化という問題について、それを中心に、特

にそれを学校教育というところと関連付けてお三人方をお招きしてシンポジウ

ムを開こうということになりました。 

 これも皆さんご承知の通り、現在、さまざまな所で地方分権化ということが

政治の課題に上っております。恐らく、今度の参議院選挙でも各政党が地方分

権化ということを言っておりますし、その中で教育というものがある意味で非

常に大きな争点になっております。これもご承知の通り、まだこれは文科省の

所でははっきりとした文言にはなっておりませんが、いわゆる三位一体の改革

の中で、地方に財源を移譲するというときに義務教育費の国庫負担金というも

のが非常に大きな注目を集めるポイントになっております。 



 こういった財政面だけではなくて、教育委員会制度を含めましても、今中央

教育審議会等でこういった議論が行われておりまして、今後恐らく次のその大

きな教育改革の流れの中で地方分権化ということがいろんな意味で争点になっ

てくると。そしてまたそれが単にその大きな財政の仕組み、行政の仕組みを変

えるだけではなくて、実際に学校教育がそこでどう行われるかという、いわば

文脈の変化というのでしょうか、そういったものをもたらすのではないかとい

うふうに私は考えております。 

 そういった意味で、今日は行財政制度そのものに焦点を当てるということで

はなくて、そういった大きな分権化という流れの中でいったい学校は今後何が

できるのか、そしてまたそこで学校教育の果たす役割として、特に教育課程と

かカリキュラムあるいは授業の改善等々、こういったいわば教育の一番中心と

なっておりますような授業とかカリキュラムの運営という問題に対して、大き

なその分権化という流れの中で学校はいかに主体的にその活動ができるか、そ

の辺のところを焦点にしてシンポジウムを企画致しました。 

 これから今日お三人の先生方をご紹介しますけれども、お話をしていただく

順番でご紹介致します。まず最初に、佐藤雅彰先生です。佐藤先生はここにち

ょうど持って参りましたけれども、佐藤学本学研究科・学部長ですが、と共編

で「公立中学校の挑戦」というご本をご出版になさっています。静岡県の富士

市にあります岳陽中学校で今年の３月まで先生、校長をなさって、それ以前に

は小学校の校長先生をなさっていたご経験もあるということで、今義務教育費

等々の問題がありますけれども、小・中両方ともご経験なさっているというこ

とです。そしてまた、学校をいかにカリキュラムや学びの改革を変えていくか

ということで、もう豊富な実践を持ってらっしゃる佐藤先生をお招きして、学

校の視点からこういう問題をどう考えるかということについて今日はご報告を

してもらいます。 

 続きまして、大槻達也さんです。大槻先生はついこの間まで文部科学省の初

中教育局の教育課程課長をなさっていました。この７月の人事異動で別の所に

移られているんですけども、これまで教育改革の中で教育課程どうするかとい

う問題は、いろんな意味で一つの争点になっていたと思います。 

 直接、行財政の問題ということとは違いますが、やはりいかにして学校がそ

れぞれの特色を持った教育を行っていくのかということで、これまでの教育課

程の改革をというものを伺いたいと思いますので、そういった点から文科省の

行政の立場、特に教育課程行政をこれまで担っていらしたお立場から、学校に

これから期待すること、また新しい制度のもとでいったい学校はどのようなこ

とが可能なのか、そういうお話をこれまでの行政の中での政策決定等の経験を

踏まえてお話ししいただければと思っております。 

 それから３人目が藤田英典先生です。藤田先生につきましては、つい先日、

数年前まではこちらの博士でいらっしゃった。今はＩＣＵのほうに行っておら

れるのですが、教育社会学がご専門で、教育改革についてさまざまなお立場か

らこれまで非常に広い視野で問題を見ていらしたということはよく皆さんご承



知の通りだと思います。現在、中教審でこの地方の分権化についても専門委員

としてご発言をなさっているということですので、そういった研究者という立

場、更には中教審という政策決定のプロセスにかかわっていらっしゃる立場か

ら、カリキュラムや授業の開発といったことにも学校の技術的問題にも少しは

言及していただきまして、非常に広い視野からいろいろな問題についてご指摘

いただければと思っております。 

 最初にお一人ずつ、大体１５分から２０分ぐらい、ちょっと短いんですけれ

ども、大体２０分ぐらいの見当でそれぞれお三人の方、それぞれにご発表いた

だきまして、なるべくフロア交えたディスカッションの時間を確保したいと思

っていますので、ご発表の時間はそれぞれちょっと短くなりますが、早速これ

から始めたいと思います。 

 それでは、まず佐藤先生のほうから、マイクがございます。どうぞこちらで

お願い致します。 
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佐藤 佐藤と言います。静岡県の一地方の公立の中学校の校長をこの３月ま

でやっておりましたけれども、今日はそのゼロという所に「現場の声を十分に

聞いてない教育改革」。これは、今日司会をやっておられる苅谷先生が、小学

館「中学教育６月号」にこのように書いてくださったものですから、この言葉

に押されて今日ここに来たような感じで・・・。私は、政策レベル、それから

県教委とのかかわり。それから現場はどうやっていたのかというその３点でお

話をしてみたいと思います。レジュメを見ていただきたいのですけれども。 

 いろんな教育改革を考えたとき、突き詰めていくと、現場の教師が動かなか

ったら教育改革はできないと思います。現場の教師は、次から次へと目まぐる

しく変わる政策で右往左往しているというのが現状だと思います。しかもこれ

は足し算的要求。これは苅谷先生がよく使われる言葉です。足し算的要求で引

き算がない。次から次へと「こうしてほしい、ああしてほしい」と。 

 例えば、嶋野先生の教育新聞の５月１３日付けの記事です。嶋野先生は「今

取り組まなければならない課題は本当に今たくさんある」と切り出し、例えば

というかたちでこういうふうに書かれているわけです。一つのことが改正され

ようとすると、これだけのことを現場はやらなきゃいけない。そのことを実際

は知らない人たちが多いと思うんです。 

 例えば、学習指導要領の趣旨の実現にかかわる課題を挙げると学力観が変わ

る。まず何とかそこへ到達しようと思っているのに変わってしまう。「変わっ

ていない」と文科省は言ますけれども、だいぶ揺れているなと思います。はっ

きり「転換した」と言ってくれると私たちも安心していられるけれども、「転

換してない」と言いながら外（評論家）からは「揺れてる」と言われるわけで

すので、自分たちの位置が分からなくなってしまうことがあります。 

 それから、「生きる力」が最近は「確かな学力」という言葉に置き換えられ

つつあります。もっと言えば「人間力」という言葉さえ出てくる。いろんな言

葉が出てきても全部抽象的なんですね。現場ではそのものが何であるかってこ



とがよく分からない。そういう中で、「それをやりなさい」ということが県教

委を通じて下のほうに下りてくる。校長としては職員に説明するわけですけど

も、校長自身がきちっと説明できないわけです。そういう実態があります。 

 それから、学習指導要領の基準性を明確にした指導の充実、基礎・基本の確

実な定着、総合的な学習、補充的・発展的、習熟度、絶対評価、自己点検・評

価。これだけのことをやっていかなきゃいけない。「たくさんあります」とこ

う言ってくれているわけです。だから文部省の視学官でもたくさんありますよ

ということは認めているわけですね。でもまだ落ちていることがたくさんあり

ますよということが、その次の星印です。 

 例えば「心の教育」。今、今日も何かありましたけれども、佐世保の問題も

そうですし、新潟の問題もそうですし、いろんな所で事が起こると学校はやら

なきゃいけない。ちょっとここは細かいことを言いますと、例えば佐世保でナ

イフ事件が起きましたね。すると校長たちが集められます。そして、「どうす

るか」の対応を考えるわけです。簡単なのは、もう学校にナイフを持ってこさ

せないようにしよう。それは違うじゃないか。そういうような低レベルのとこ

ろで現場は動いているところもあります。 

 それから「食の指導」というものがあります。読書指導、不登校対策指導、

生活指導、学校の荒れ。それから給食指導もしなきゃいけない。奉仕活動もや

る。私は最後中学校で終わりましたので、この部活動は非常に大変なことなん

ですね。それから進路指導があります。評価・評定ということがあります。 

 この評価・評定も神奈川県のある地域では絶対評価のために不公平感がある

のではないかという問題が生じています。これは個人内評価ですから各教師は

個人内評価をするわけです。ところがそれが入試とリンクをしてしまう。そう

しますと、ある所では甘く付け、片方は厳しく付ける。そうなりますとどうな

るか、スタンダードっていうのかな、もう少し各学校で打ち合わせをして、と

なるわけです。そうすると、前の相対評価のほうが良かったになりかねない。

各学校の先生方も個人内評価しようと思って頑張ってやっているわけですね。

ところがそれが有効に働いてない。そういうシステムの問題もあるように思い

ます。 

 現場の先生方は何もしてないわけじゃなくて一生懸命考えているわけですけ

ども、文科省の方もそれから教育課程審議会とか中央教育審議会の先生方が、

現場の先生方がどれくらい働いているかをここで理解していただきたいと思い

で書いたんです。 

 中学校は今、週２８コマの授業をしています。小学校は２７コマですけれど

も。大体の中学校の教師は週の持ち時間が平均で２２か２３時間です。単純に

考えますと、５時間程余るわけです。そうすると週５日間ですから、１日１時

間の空きがあるという計算になるわけです。ところが、その１時間は、実際に

は子供たちのノートを見たり成績の記録を整理したり、あるいは校内文書の事

務をしたり、場合によっては補欠授業がありますから、そういうもので取られ

てしまうわけです。 



 もう一つ、１日の労働時間、私たちは８時間です。そのうちの６時間は授業

をやっています。これは本務ですから、これは何を言ってもきちんとやらなき

ゃいけないと思って一生懸命やっているつもりでおります。そうすると、あと

２時間残っていることになるわけです。その２時間で教材研究をやれとか、今

上にあるようなことを解決するような開発をやれとか。こういうことになるわ

けですけれども、中学校はその２時間がそのほとんど部活動になるわけです。

それからいろんな子供たち、生活で困っている子等、いろんな子がいるわけで

す、不登校の子。そういう子供たちと対応する生活指導というのがあるわけで

す。 

 それから補充学習もやらなければなりません。少し遅れている子は残して指

導をすることもあります。３年生になりますと進路指導があります。諸会議が

あります。そうしますと、その２時間というのはほとんどないのに等しいわけ

ですね。そうすると、どこで上のような課題を解決していくのか。そうします

とほとんどが家でやるか、部活動が大体今ですと６時半ごろ終わりますので、

先生方が職員室に戻ってきて、それから職員室で８時、９時というかたちでや

るのかなと思いますけれども。そういうかたちで、どっかで補わない限りはで

きないことですね。 

 それから評価のことについてご理解いただきたいですけども、私のいた学校

は８５０人の生徒がおりましたけれども、美術の教員はたった１人しか配当さ

れないわけです。一人の先生では無理なんです。当然免許外教員が美術を持つ

ことになります。この正規の美術の先生は大体６５０人の生徒を持つわけです

ね。その６５０人の生徒をきちんと絶対評価するわけですから、毎日授業があ

ればその子のこういうところが良かった、こういうところが問題だと記録簿に

残していくわけです。そういうことまでやっていかなきゃいけない。そういう

大変さっていうのが何も考えられていないことですね。 

 時間がありませんからイのほうに行きます。隣に大槻先生がおられますけど

も、これは先程聞いたら、「はっきりこう言ったかどうか覚えがない」とお話

をされていましたけれども。発展内容をやりなさいが問題になり、その時にあ

る記者が「授業時間数が足りなくなることはありませんか」と訊かれています

ね。現場サイドからすると、足りなくなることは明らかです。ところが、こう

いうふうに書いてある。「学習指導要領は３割削減」。「教科によって違うが

、教科時数は２割削減程度」。「時数が足りなくなる心配はありません」。こ

れは机上の空論ではないだろうか。要するに３引く２なんです。 

 ところが星印の所に書きましたけども、数学の授業は２５パーセントの時間

減なんです。理科が２４パーセントの減なんです。国語は確かに２０パーセン

トです。そういうふうに教科によっても、大槻先生は「教科によって違うが」

と書いてありますから間違いを言っていないわけですけれども、非常に問題な

のは「これまでのように漫然と教えている」と書かれたところ。現場の先生方

は、漫然とは教えていない。非常にしっかりと、きめ細かな指導をしようと努

力しているわけです。そうしますと、どうしても時間が延びていくわけです。



そうすると時間的ゆとりなどないわけです。その上に発展もやれ、補充もやれ

、だけどそれは選択学習でやればいいではないかと思います。 

 こういうふうに個に応じたきめ細かな指導をしていくと、今でも時間が足り

ない。それが週５日制になった時、さらに時数を削減してしまった。それ以前

のことは何も考えてくれていない。こういうふうに考えていただきたい。本箱

にたくさん本がぎゅうぎゅう詰めに詰めてある。そこから３冊本を取った。ゆ

とりができたように見えるけれども、ぎっちり詰まって最初は取れないような

状況になっている。そこから３冊取っても、ゆとりはないのです。そういうこ

とが分からない。「３割削減だって、少なくなったからいいではないか」と言

うけれども、現場は３冊取ってもゆとりはないのです。もともとぎゅうぎゅう

詰めなんです。本棚の中からたった３冊を引き抜いても現場のほうは大変。 

その次、「子供の現実を把握するゆとりが欲しい」と書きましたけれども、

現場はやっぱり子供たちを目の前にして子供たちがどう理解しているか、どう

いう点が悪いかということを把握して指導しているわけです。ですからこうい

う教育改革は、現場の声を聞いてやっていただきたいなと思っています。 

 ２番目ですけれども、県の教育委員会とのかかわりですけれども、カリキュ

ラム編成ということを学校では教育課程編成と言っておりますけれども、いろ

いろと不公平感を感じております。例えば、公立と私立は英語と数学の時間が

違うわけです。地域の父兄から「何でもっと数学、英語を増やさない」。でも

、現実的には数学は年間で１０５時間、理科は何時間と決められているわけで

すね。それを保つだけでそれ以上増やしてはいけない。こういうふうに縛りが

あるわけです。そういう縛りを片一方では緩やかにして公立はない。親は「こ

れじゃ、公立行かせるより私立に行かせたほうがいい」となるわけです。この

辺はどういうふうに文科省考えられているのかなと。私は、できれば同じ土俵

で同じように戦ったら私（公立）は負けるつもりはありません。だけども、そ

うでない現実がある。 

 その次、「県の教育委員会の方針次第」。地方分権化で文科省が今度は地方

に権限委譲したときに、問題はその県の方針だと思います。それによって全部

変わってくるような気がする。今は、県が国の方針を具体化する中で、むしろ

自由度が低くなる。そういう感じがします。 

 例えば、習熟度別も総則（学習指導要領）を読むと、例えばという中に、い

ろんな指導の工夫の中に丸々、丸々、丸々と書いてある１つなのです。その中

の１つに習熟度別の指導もあります。けれども、県教委から私たちに下りてく

るときには、「それをやりなさい」というかたちで下りてくる。ですから、県

は国の方針をきちっと受け止めていると思います。それを下へ下ろしていく。

ですからそこが問題かなと。 

 それから、「特色ある学校づくりと言いながら学校に任せていない」と。例

えば総合的な学習の時間をこう使いたいなと思って案を出しました。今は少し

緩やかになったと思いますけれども、例えば「まとめ取り」です。総合的な学

習をある時期まとめ取りしたかった。「それは駄目だ」と教育委員会から指導



される。認めていただけない。こういう問題もあるかと思います。 

 それから２番目です、教育課程の編成といっても波線、選択学習と総合的な

学習の時間は丸々から丸々となっています。選択の授業を増やすと総合的な学

習の時間を減らす、選択の授業を減らすと総合的な学習の時間が増えると。で

すから学校が自主編成できるというところは選択と総合的な学習の時間しかな

いのです。これで本当に各学校の主体性が育つのだろうか。 

 それから、選択教科も「選択権のない選択教科の禁止」。これ意味が分から

ないかもしれませんけれども、例えば、全員が選択数学を選ぶ。「それは駄目

だ」と県教育委員会は言います。 

 それから「個に応じた教育の推進は格差の拡大」だと思っていますけれど、

子どもの光とか陰の声が届かない。例えば習熟度別の話ですけれども、現場の

先生方がいかに習熟度は大変かという声を上げてもだめです。私たちが習熟度

別指導の指定を受け、成果を県教委に出すときは、県教育委員会の人に指導さ

れないよう、全て効果があるように書いて提出しています。 

 もちろん、効果があがるように私たちは頑張ってやっているわけです。報告

書は、できる子供たちのアンケートを採っておいて、「こういうふうに良かっ

たと言った子供がいる」と書いて出すわけです。そうした報告書が県教委に行

って文科省に行きますので、文科省は全ての学校で効果が上がっていると誤解

するわけです。事実は一番低学力層の子供たちをどう発達させるか、スルメの

ように机に突っ伏している子供をどうするか、子供の声を聴き、報告書を出す

と「これは消してください」と言われます。ですからほんとの声が上まで行っ

てないわけです。そういう現実があります。 

 それから、少人数加配をやりますと公に言いますけれども、実は静岡県の場

合は、少人数加配をたった１人いただきますと、まず加配教師に週２０時間持

たせる。加配で問題になるのは、ほかの先生方に選択教科を１時間以上余分に

持たせること。さっき週の持ち時間が２２時間と言いましたけれども、もっと

増えていきます。県教委の指導主事に、これは本当に腹が立ったのは「教師に

空き時間は要らない」と言う指導主事さえいたことです。「どこで教材研究を

するんですか」。 

 それから、少人数加配をされますと、加配は本来正規教員です。ところが全

員が臨時採用教員ですね。平成１４年度、私の学校でも全部で６人の加配をい

ただきましたけども、６人とも臨時教員でしたので、全体の教員の１６パーセ

ントが臨時教員だった。それで果たしてまともな教育ができるのですか。臨時

教員の先生に申し訳ないですけれども、そういうように感じます。 

 それから標準法で、正規教員の配当人数は決められているわけです。ところ

が、実際は欠員補充と言って正規教員を配当しなきゃいけないのに配当されな

いわけです。これは将来のことを考え、教師をたくさん採ってしまうと過員に

なってしまう可能性もあるわけです。そのため、欠員補充といって臨時教員を

採って、来年はその人に辞めてもらう。そうすると財政としては困らない。こ

ういうことがあるわけです。 



 しかもこれだけは校長に人事権があります。人事権はたったこれ一つです。

欠員補充の講師は校長が探しなさいと。一生懸命電話をしまくって何とか拝み

倒して、臨時の先生を探す。こういうこともあります。 

 ウの所は地方分権になったらどうなるのかなというふうに考えたときに、生

まれた土地によって運命が決まるのかということと、財源のある所、ない所、

それから行政のスタンスがどうかということ。それからどういう人材が配置さ

れるかということ、これらを本来は地方分権になったときには落ち込んだ所と

いい所とあるわけですけども、文科省はそういうところを是正するのが役目か

なというふうに思っております。 

 それから、財政状況で決まるクラスサイズ。ある所は２５人、ある所は３３

人、私のいた所は３９人、４０人です。一生懸命お願いしても駄目ですね。こ

れは財源ないわけですから。あと５分ですけど。 

 実は３番目は、学校の問題を言おうと思っているわけですけれども。政策レ

ベルとか制度的レベルの批判をしてもむなしいと。いくらお願いしても変わら

ない。ですから結局学校で校長として何をやったかというと、足し算的な要求

が多いのを引き算ができるのは校長だけです。校長が引き算をやってやるしか

ない。どのようにして引き算をするかというと、教師の授業の中を考えますと

８割は教科です。２割が選択とか総合的な学習です。特色のある学校というの

は、ほとんどが選択とか総合的な学習で特色を上げようとする。そうじゃない

のです。８割の教科をいかにきちっと教えるかが問題です。そこへ力入れなき

ゃいけないと思います。それには、飛ばしますけれども、校長のリーダーシッ

プは非常に大事かなというふうに思っています。 

 私はどういうことをやってきたかというと、授業時数を確保するために５０

分授業とか７５分とか２５分とかですね、いろんなことを考えて確保致しまし

た。 

 二つ目は、やっぱり教師を授業の専門家として育てなければいけないという

ことで、活動のシステム。これは研修のシステムと言いますけれども、研修シ

ステムを再構築し、研修時間をいかに確保するかを苦心してきました。 

 先生方には自分の授業を公開しなさい。ここが一番最も大事なことで、どう

も先生方というのは閉鎖的で教室の私事化というんでしょうか、人に見せたが

らない。そこを突き破っていかないと教育の公共性は保てないかなと。まず先

生方に、いつでも授業を公開してくださいと。私も毎日学校にいるときには必

ず午前中か午後か、そっと教室に入ることにしています。入られるってことに

対して最初は抵抗を感じる先生もいますけれども、「風のように入っていけば

いいだろう」、私は風のように入って風のように出ていく。ところが先生方、

私が入ると「校長先生ありがとうございます」と。「そういうこと一切言うな

。私は風だから絶対言わないでほしい。先生方を見るのではなくて、子供の生

き生き学んでいるかどうかを見たいんだ」として入るわけですけれども。この

辺の先生方が人に見られるということに対する抵抗をなくさないとまずいかな

と考えます。 



 組織と機構の編み直しとか会議の削減、これもやりました。これも各学校は

ほとんどやっております。ですから、これ以上削減しろと言っても削減できな

いところまで来ています。 

 ３番目の所は「理論と研修の場と教師のやる気」がない。こういう学校もあ

りますというのが現実です。それは忙しさからくるところもあるわけですけれ

ども、これ校長の責任でもあるかなと思います。 

 私は三つ考えていたわけですけれども、すべての教師が教室を開くというこ

とをやりなさい。二つ目は、学校の諸活動に学校以外の多様な人々が参加して

お互いに連携を取ろうじゃないかというようなことをやって参りました。それ

から三つ目です。ただ単に外部の人に頼るのではなくて、内部の人間が協同し

てコラボレーションしてその輪を広げて学びの質を高めるということですね。

毎月毎月授業を公開したあと、その授業反省をしながら先生方の指導力を高め

ていく。こういう努力をして参りました。大体２０分なものですから。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

苅谷 どうもありがとうございました。当初の予定はここで５分ぐらい質問

の時間を取ろうと思ったんですが、やはり皆さんお話ししたいことがいっぱい

あると思いますので、討論の時間をその分長めに取りますので、討論のところ

で各先生に対するご質問を出していただいて、とりあえず続けてお話をしてい

ただくということでよろしいでしょうか。 

 それでは続きまして大槻先生にお願い致します。よろしくお願い致します。 

大槻 文部科学省の高等教育局の私学行政課長の大槻でございます。お手元

配布資料にありますように、それから苅谷先生から先程ご紹介いただきました

ように、７月１日に異動致しました。それまでは１年と１１カ月、初等中等教

育局の教育課程課という所にいたわけでございます。 

 当初、苅谷先生からお話をいただいたときに、どうも地方分権のお話が中心

だということでございましたので、私よりもっと適任者が局内にもいるだろう

しということでお話ししたんですが、カリキュラムということでお話がありま

したので、お引き受けした次第でございます。今日はどうしたらもっと学校で

これからの教育をもっと良くしていくことができるのかという、そういうご趣

旨でお話をされるということで、そういったことに少しでも貢献できればとい

うことで参ったところでございます。 

 お手元の資料にちょっと沿ってお話をさせていただきたいと思います。ここ

には藤田先生もいらっしゃいますし、あるいは小川先生等々、中教審の委員の

方も大勢いらっしゃるので私が申し上げるのもいささかあれかと思いますけれ

ども、大体関係するところをおさらいという意味でお聞き取りいただければと

思います。 

 １点目は「近年の関係答申等」ということで書いてありますけれども、まず

は平成１０年７月２９日になりますけれども、教育課程審議会で１４年からの

学習指導要領の全面改訂の基となった答申が出されたわけでございますが、本

日のテーマとの関連で申し上げますと教育課程の基準の改善の狙いの一つとし



て、「各学校が創意工夫を生かし、特色ある教育・特色ある学校づくりを進め

ること」ということが出されているわけでございます。それからほぼ同じ時期

に、これは私非常に重要だと思っているんですけれども、（２）に書いてあり

ますけれども中央教育審議会において、小川先生も委員でいらっしゃったと思

いますが、「今後の地方教育行政の在り方について」という答申をいただいて

おります。ちょっと年は同じなんですが、月日があとになっているんですけれ

ども、並行して審議が行われておりまして、中教審のほうの地方分権というよ

うな考え方というのは教育課程審議会の答申に反映されていると。途中で中間

報告等もありましたし、並行して議論が進められたということで反映している

ものというふうに私は理解しております。 

 （２）の所、「今後の地方教育行政の在り方について」という答申があった

わけでございます。先程、私、重要だと言いましたけれども、あとでお話しす

る機会があるかと思いますけれども、なかなかここの考え方というのがじゅう

ぶんに浸透していないのかなという気もしないでもないわけでございます。 

 内容と致しまして、そこに米印で書いてございますけれども、「国の役割と

国と地方公共団体との関係の見直し」ということが全面に出ていたわけでござ

います。その教育課程関係で言いますと、学習指導要領、教育課程の基準であ

りますけれども、それを大綱化、弾力化すると。そして専門的研究・助言等を

行うナショナルカリキュラムセンターの設置を検討してはどうかというご提言

が一つあったわけでございます。 

 それから二つ目と致しまして、国や都道府県の行う指導・助言・援助等の在

り方の見直しをしようということで法律上の規定、地教行法などの規定ですね

。それから、指導通知というものがいくつも出されておりますけれども、そう

いったものの見直しをしてはどうかというご提言。それから、指導等について

の認識・意識の変革と。先程、佐藤先生のお話にもありましたけれども、そう

いったこともご提言があったわけでございます。 

 ３点目と致しまして、「教育委員会と学校の関係の見直しと学校裁量権限の

拡大」ということがありました。一つには学校管理規則というものを見直した

らどうかというお話。それから学校に対する指示・命令と指導・助言とが渾然

一体となっているという現状認識から、それを峻別すべきであるというご提言

であったかと思います。それが中教審の「今後の地方教育行政の在り方につい

て」の答申でございます。 

 三つ目が、ちょっと時間的には間を置くわけでございますが、教科用図書検

定調査審議会におきまして「教科書制度の改善について（検討のまとめ）」と

いうのが平成１４年７月３１日に出されているわけでございます。「学習指導

要領に示されていない『発展的な学習内容』等について教科書に記述すること

を可能とすることが適当である」というご提言があったわけでございます。 

 ４点目でございますが、昨年１０月７日でございますが中教審におきまして

「初等中等教育における当面の教育課程及び指導の充実・改善方策について」

ということで、教育課程及び指導の充実・改善のための教育環境の整備等とい



うものがございました。カリキュラム作りの支援など各学校の取り組みに対し

て教育委員会や国が支援すべきであるという内容も入っていたわけでございま

す。 

 これらを受けまして、近年の関係施策がどうであったかということを私なり

に振り返ってみたわけでございますが、１点目は学習指導要領の改訂というこ

とで、先程の関係答申のまず１点目に対応致しまして、全面改訂が小・中を中

心に平成１０年１２月。高校それから特殊教育諸学校については平成１１年３

月でございましたけれども、全面改訂がされたということで、教育課程関係で

申し上げますと総合的な学習の時間の創設であるとか、選択学習の拡大、それ

から授業時数の運用の弾力化等、そういった対応がなされたわけでございます

。 

 ２点目が一部改正ということで、先程の中央教育審議会の答申１５年１０月

７日の四つ目の答申でございますけれども、それに対応致しまして、学習指導

要領の「基準性」の一層の明確化ということが、ご提言に基づいて一部改正が

行われたところでございます。 

 次のページでございますけれども、「法改正等」と書いてございます。先程

、「重要だ」と私が申し上げました中教審の平成１０年の「地方教育行政の在

り方について」という答申などを踏まえまして、平成１２年４月１日施行でご

ざいますけれども、地方分権一括法というのがあったわけでございますが、そ

れによって地教行法の一部が改訂されたと。内容は各般にわたっておりますけ

れども、例えば「指導、助言、援助に関する規定」というのが地方教育行政組

織及び運営に関する法律にありますけれども、「必ず行うものとする」という

規定であったものを「必要に応じ行うことができる」というふうに改正したと

いうようなものがございます。 

 それからこちらに書いてございません、「例えば」という例示で申し上げま

すけれども、学校教育法施行令２９条に公立学校の学期の定めがあるわけでご

ざいます。これについて公立の小・中・高等学校ですね。市町村立も含めまし

て県立も含めて、公立の学校の学期は都道府県教委委員会が定めるという規定

ぶりであったもの、これを平成１０年に、この法改正より前でございますが、

改正されまして、設置する、例えば市町村立学校であれば市町村の教育委員会

が定めると改正されたわけでございます。これは、皆様方ご案内のように、こ

ういったことも一つの影響があったんだと思いますけれども、２学期制を採る

学校や市町村も増えてきたという、その一つの制度上のきっかけになった改正

もこういったところで行われているわけでございます。 

 それから２点目でございますが、「教科用図書検定基準の一部改正」という

ことで、先程の検討のまとめというものを受けまして教科書への発展的記述の

許容する、義務と高等学校と二つの検定基準のいずれにおいてもそういったも

のの改正が行われたというところでございます。 

 それから「その他」と書いてございます。これはいくつもあるわけでござい

ます。「例えば」ということで例示で書いておりますけれども、国においても



学習指導要領、法的な性格を持っているわけでございますけれども、学習指導

要領は告示というかたちになっておりますが、その指導書というものは拘束力

があるように受け取られる面もあったわけでございます。そういったものを「

指導書」ということから「解説」ということに変えまして、あくまでもそれは

学習指導要領を解説するものだという位置付けを変えるとか、あるいは地方に

対するいろんな通知を見直すと。非常に瑣末な例かもしれませんが、通知の中

でも都道府県に対する通知と、都道府県教育委員会に対する通知なども、「管

下の市町村」というような言い方を「域内の市町村」に変えるように国と都道

府県、市町村の関係について見直しを図っているところでございます。そうい

ったもろもろの見直しがここで行われているということでございます。 

 その他と致しまして、本日のテーマに即して言えば、学校のカリキュラム開

発に資するような事例集を国としても発行するというようなこと。あるいは研

究開発学校という仕組みも平成１２年度から変わっておりまして、それまでは

旧文部省が主導して研究開発を行っていたわけでございますけれども、それに

加えてといいましょうか、地方からのご提案に基づく研究開発学校、そういっ

た取り組みも行われているところでございます。 

 それから、各学校あるいは市町村の教育委員会等がカリキュラム編成、ある

いは指導の改善等を行う際に一つの参考としていただくという意味もあります

が、教育課程実施状況調査でありますとか、あるいはいろんな指定校そういっ

たものを実施してその成果を普及するということも取り組んでいるところでご

ざいます。 

 また、先程の中教審の平成１０年の地方教育行政の答申の中にありました、

当時はナショナルカリキュラムセンターというものを設置を検討したらどうか

ということにつきましても、平成１３年の機構改革の際に教育課程研究センタ

ーというものを国立教育政策研究所に設置したところでございます。 

 更には、昨年の中教審答申を受けまして、カリキュラム編成等に関する研修

を独立行政法人の教育研修センターで今年度から全国的に行うということも予

定されてるところでございます。更には、一つのほかの事業の例として、お聞

き取りいただければよろしいかと思いますが、１５年、１６年度で学習指導カ

ウンセラー派遣事業と、通称でございますがそういったものもしているわけで

ございます。これどういうものかというと、学校がカリキュラムの改善、学習

指導の改善というものを行うときに、研究者の方を派遣してそれを学習指導カ

ウンセラーというふうに呼んでいるわけでございますが、その一助とするとい

うことを研究していただこうということで取り組んでいるものでございます。

それが今行っている関係施策ということでお話をさせていただきました。 

 「今後に向けて」ということで若干所感めいたところも含めてお話させてい

ただきますと、まず１点目が「不断の見直しの一層の推進」ということで、教

育課程の基準、学習指導要領の不断の見直しを行っていくというそういう取り

組みを行っているわけでございますが、その一層の推進をするということで今

年の３月以降、中教審の教育課程部会に各教科別の専門部会を設置していると



ころでございます。それと並んでですね、ここにございますように教育課程企

画特別部会というものを設置したところでございます。 

 その当面の検討の観点の例ということで三つ挙げておりますけれども、その

１点目と２点目が今日のトピックに直接関係するのかなというふうに思ってい

るところでございますが、ここにございますように１点目が「全国的な教育水

準の維持・向上のための教育課程の基準の在り方」ということ。それから２点

目が「学校の自主性・自律性の確立や地方分権の進展に対応した教育課程の基

準の在り方」ということで、ナショナルスタンダードと地方の創意工夫という

ことをどのように兼ね合わしていくのかということが今後の一つの課題になる

だろうというふうに思っているところでございます。 

 それから２点目、藤田先生も委員になっていただいておりますけれども、中

央教育審議会への新たな諮問ということで「地方分権時代における教育委員会

の在り方について」というご検討を３月４日からしていただいてるわけでござ

います。その主な審議事項の中に「学校と教育委員会との関係及び学校の自主

性・自律性の確立」というものが入っております。これについては１年ぐらい

だったでしょうか、ご検討をお願いするということで中教審において今精力的

にご検討が進められていると思います。 

 ３点目でございます。「その他」としか書いてございません。個人的な所感

を含めて申し上げたいわけでございます。苅谷先生から事前にいただいた資料

でございますと、今日私に求められている役割として２点あるわけでございま

す。１点目が、「学校の主体的なカリキュラム編成や授業開発を行ううえでど

ういう政策を採ってきたのか」ということで、それは今縷々（るる）述べたと

ころでございます。２点目がですね、「学校や地方教育委員会に文科省の立場

から見て期待すること、これはまだまだと思うような点について触れてほしい

」というようなことでございます。これについて所感ということでお聞き取り

いただきたいのですけれども、少しお話をさせていただきたいと思います。 

 冒頭、佐藤先生からお話があったように、大変先生方ご苦労いただいている

わけでございます。そういった中で、ただ子供たちの教育ということを考えま

すと、ナショナルスタンダードをきちんと指導していただくというのがまず一

つの要請としてあるだろうと。私は一つ誤解があってはいけないなと思ったん

ですけれども、発展的な学習などというものの「発展」という言葉に非常に矮

小化されてしまっているんじゃないのかなと。教科書の審議のまとめもそうで

すし、あるいは中教審等の答申もそうでありますけれども、何もその次の学年

の先取りだけを言っているわけじゃなくって、学習指導要領に示してない内容

について「発展的な学習等」という言い方をしていたと思います。そういった

ことも学習指導要領に示される、どの学校においても指導しなければならない

ことを指導していただいたうえで学校の判断で加えていただくということが基

本になっているわけでございますが、佐藤先生のお話にも若干あったと思うん

ですけれども、それがいつの間にかやらなければいけないというふうに受け止

められているという点があると思います。それは私どもも注意しなければいけ



ませんけれども、あるいはもっとほかのところでも一緒になって改めて考えて

みなければいけない点があるのかなというのが１点。 

 そういったことが受け止め方、伝わり方というところで留意しなきゃいけな

い点だと思います。それからもう一ついろんなところに雑駁になって恐縮でご

ざいますけれども。制度上ですね、何ができて何ができないのかということに

ついて、これは教育委員会の方もそうですし、あるいは私どもの教科調査官も

そういうところがあるかもしれません。それから学校の先生方もあるのかもし

れません。そういったところがきちんと理解されていない。先程の平成１０年

の「中教審の地方教育行政に関する答申」についても、きちんとその精神とい

うか、そういったものが今でもきちんと認識されているのかどうかということ

が非常に私としては心もとないところが実はいくつかの例であるわけでござい

ます。 

 それから若干これは課題からそれてしまうんですけれども、例えば昨今、い

ろんな客観的なデータに基づいて議論しましょうという言い方がされています

。これはこれで非常に重要なことなんですけれども、一つ忘れてはいけないの

は、そのデータというのがどういった意味を持っているのかと。例えば何らか

の調査であれば、それが何を測っているのかと。何が測れていないのかという

ことを明らかにしつつ、それを念頭に置きつつ議論しないと本当に矮小化され

た議論になってしまうんじゃないかという、そういった危惧を持っているとこ

ろでございます。 

 それから去年の１０月の中教審の答申を読んでいただくと分かると思うんで

すけれども、各学校のカリキュラム編成ということに非常に期待しているとこ

ろでございます。そのために教育委員会や国がいろんな支援を行っているとい

うことがあるわけでございます。そういった意味で、さっき私が言いましたよ

うな国としてやるべきこと、まだまだ十分ではないかもしれませんが着手して

いるわけでございますが、他方、学校に期待することというふうに申し上げた

いわけでございますけれども、個人の先生としてご努力いただくというところ

も重要なんですけれども、やはりそれでは限界があると思っております。 

 先程、佐藤先生がおっしゃったように、校長のリーダーシップということも

含めて学校全体でそのカリキュラム開発に取り組んでいただく必要があると思

いますし、それを学校の共有財産として受け継いでいっていただく必要がある

んだろうと思います。 

 例えば、ある学校の例、これも何か書いてございましたのでお聞き及びの先

生方もいらっしゃると思いますけれども、学校の中にカリキュラムセンター的

なものを作って、それまでの指導、教案のようなものを蓄積していく。あるい

は教材も蓄積していくとそれがどんどん途中で実施に基づいて修正を加えてい

って、それが学校の財産になっていくということもあるだろうと思います。そ

ういったご努力をしていっていただければなというふうに思っております。 

 散漫になりましたが、以上でとりあえずのお話をさせていただいて、あとは

討論の中でお話しさせていただきたいと思います。 
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苅谷 どうもありがとうございました。またいろいろとご質問、更にお聞き

したいこがある方もいらっしゃると思いますが、先へ進めさせていただきます

。３番目のお話は藤田英典先生にお願い致します。それでは先生お願いします

。 

藤田 私に与えられました課題は、中教審の専門委員という立場から、また

、これまで現在進行中の教育改革に批判的な視点から発言してきたことなどを

踏まえ、行政、文部科学省・教育委員会と学校との連携の可能性と問題点につ

いて、カリキュラムや授業開発といった面にも言及しつつ、俯瞰的な視点から

話してほしいというものです。限られた時間の中で、ご期待に沿えるかどうか

分かりませんが、大きく分けて二つの側面に注目してお話したいと思います。

前半は、最近の地方分権化の流れがどういう問題と特徴を抱えているかという

ことを中心に、後半は、そうした分権化の流れの中で、これからの学校づくり

やカリキュラム編成の課題と方向について、私なりに重要だと考えていること

をお話ししたいと思います。 

 まず、地方分権化と規制緩和・規制改革の流れについては、今さら特に説明

する必要もないようなことであろうとは思いますが、８０年代以降の流れを簡

単に確認しておきたいと思います。１９８０年代以降、「行政改革」と言われ

る改革が始まり、そして９０年代になりますと、その動きは「地方分権改革・

規制緩和」として展開するようになり、現在に至っていると言えます。また、

９０年代半ば以降、特に９０年代末以降、いわゆる「構造改革」「聖域なき構

造改革」や「民営化」をスローガンにした改革の動きも強まってきています。 

 こうした一連の改革動向について、教育改革に関する限り、私は、それが単

なる地方分権改革だけであれば、それほど問題はないと見ておりましたが、構

造改革や民営化という動きが同時に重なってきたことで、いろいろ危惧すべき

問題がそこに入り込むようになったと見ています。 

 とはいえ、地方分権化という流れ自体は、必要なことでもあり、また逆戻り

することのできない大きな流れだと思っていますが、この流れは、明治以来続

いてきた日本の行政の在り方を大きく変えていくものだと言えます。その大き

な転換を画すると言っていいような三つの重要な法律が９０年代末に成立した

ことはご存じの通りであります。 

 その一つは地方分権一括法、二つ目は情報公開法、そして三つ目はＮＰＯ法

であります。この三つの法律については、今さら説明する必要はないと思いま

すが、その基本的な特徴は、市民や住民の行政や社会づくりへの主体的な参加

を根拠付け、促進するという機能を持っている点にあります。情報公開法は、

行政や公的機関が行っている様々の事柄に対して、住民・市民がその情報を入

手し、行政や公的機関の運営をはじめとして、地域社会づくり・国民社会づく

りや諸活動の適切な展開に参加していく、そのための権利と方法を担保し、そ

の可能性を開くことになったと言えます。ＮＰＯ法は、税制面での優遇等を含

めて、さまざまなボランティア団体の設置とその活動を促進し、それらの活動



を通じて市民・住民が地域社会づくりや国民社会づくりに参画していく、その

道筋を構築する基礎になったという点で重要なものだと思います。そして、地

方分権一括法は、地方の自主性・自立性を高め、地方自治の新たな展開を促進

しようとする、その基礎となる法律の整備を進めたと言えますが、さらには、

情報公開法やＮＰＯ法とも相まって、その地方自治の新たな展開に住民・市民

が参加していく、その基礎を法的に整備したと言っていいだろうと思います。

むろん、それらの法律にもまだまだ改善すべき点はありますが、いずれにして

も、以上のような意味で、これら三つの法律は日本の歴史において時代を画す

る重要なものだと言っていいと思います。 

 そういう流れの中で、分権改革が進んでいるわけですが、その基本理念とし

ては、次の三点を挙げることができると思います。１番目は、「パートナーシ

ップ型行政の確立」というものです。小渕首相の私的諮問機関「２１世紀日本

の構想」懇談会の報告書『日本のフロンティアは日本の中にあるー自立と協治

で築く新世紀』（２０００年）では、ガバナンスを、協同で治めるという意味

で「協治」と訳し、類似のことを提言していますが、それが一つの特徴だと言

えると思います。分権改革の基本理念の２番目は「市民のニーズに沿った持続

的な地域経営の推進」、３番目は「行政経営の開放性と透明性の向上」です。 

 以上の３つが、分権改革の基本的な理念になっていると言っていいと思いま

すが、そういう分権改革を進めるに際して、近年盛んに言及され、そして、そ

ういう考え方に基づいて改革を進めるべきだと言われているものに、ニュー・

パブリック・マネジメント（ＮＰＭ）といういものがあります。ご存じのよう

に、ＮＰＭは、行政の経営改革の方法、民間の経営手法を取り入れた行政改革

の方法として、１９８０年代以降、イギリスやニュージーランド、オーストラ

リアや、さらにはアメリカなどでも採用され、成果を上げていると言われてい

るもので、日本でも、日本型ＮＰＭと言われ、その考え方や方法を扱った本も

幾つか出ているところであります。 

その基本的な特徴としては、一般に次の５つが挙げられています。①組織の

フラット化と権限委譲（行政の成果に責任を持つ自律的な活動単位の設定）、

②業績主義・成果主義による事業や活動の評価、③市場メカニズムの活用、④

顧客主義、そして、⑤持続的な改善活動のための評価システムの確立、がそれ

です。このうちの２番目以下の４つ、特に２番目から４番目までが、近年、教

育の世界にも怒涛のように入ってくる傾向にあり、その結果、いま教育の世界

は非常に大きな問題を付き付けられていると言えます。 

 一番目の「組織のフラット化」につきましては、学校という組織は、もとも

とフラットな組織でありまして、官僚制的な行政機構や多くの大規模企業のよ

うな、ハイアラーキカルな組織形態になっているわけではありません。したが

て、これを今さら学校に導入する必要はないわけですから、実質的に問題にな

るのは、２番目から４番目ということになります。 

 いずれにしましても、行政改革がこうしたＮＰＭの考え方に立って進められ

る傾向が強まっています。そして、その結果として、あるいは、そうした傾向



と連動して、例えば数値目標の設定でありますとか、「事前規制から事後評価

へ」ということが盛んに言われ、そういう考え方と手法によって、教育という

営み・実践を評価し、教育行政や学校運営のあり方を再編していくという傾向

が強まっていると言えます。しかし、ここには非常に大きな危険性があると、

私は考えております。 

 教育という営み・活動の特殊性や、教育行政と一般行政との違いを不当に軽

視すべきでないということでありますが、特に、市場メカニズムの活用には弊

害が多いと言えますし、また、数値目標の設定も、事後評価や業績主義・成果

主義による評価ということも、種々の重大な問題を孕んでいます。これらの問

題性については、特に注視しておく必要があると思います。 

その問題性の一面は、最近イギリス等でも、査察文化（audit culture）の

支配とその弊害として問題視されるようになっています。この査察文化は、最

近濫用されるようになった様々の新しい用語群にあらわれています。例えば、

パフォーマンス・インディケーターやベンチマーク、クォリティ・アシュアラ

ンス（ＱＡ）やクォリティ・エンハンスメント（ＱＥ）、効率や説明責任・透

明性・情報公開、さらには、評価（evaluation）・査定（assessment）・査察

（inspection）等々といった言葉が盛んに使われていますが、そういったこと

を重視・導入しなければ行政の適正化や改善・充実は図れないと見なされるよ

うになっています。そして、その傾向は教育の世界でも強まっていると思われ

ますが、そうすることで教育や教育行政が本当によくなるのか、そういう査察

文化はどういう性質・機能をもっているのかは、検討すべき重要な課題だと思

いますが、私は、それは教育の論理と実践を著しく歪めることになると考えて

おります。 

 特に教職の専門性・自律性や無限定性、更には協働性といったものが歪めら

れると考えられますし、また、教育・学習の包括性や相互依存性、途上性や生

成性といったものも歪められることになると考えられます。これらの、教育や

教職の特殊性を示す用語について、ここで説明している時間的ゆとりはありま

せんが、その意味内容や重要性についてはご想像・ご理解いただけるものと思

います。いずれにしましても、そうした教育の特徴や、教職・教師の仕事の特

殊性はどれも、査察文化にはなじみにくい性質のものだと思いますが、特に重

要なこととして、「査察文化によるタイトな統制とその弊害」を指摘すること

ができます。 

 この査察文化が学校教育のなかに広まりますと、教育の実践とプロセスがタ

イトに統制されることになります。これは、事前規制と事後評価の違いとも関

連しています。事前規制は、一定の規則や枠組みによって行政や運営や実践の

仕方を枠付ける（規制する）ものだと言えますが、この場合、その現場での作

業・活動は担当者の専門性・自律性や裁量に委ねられることになります。それ

に対して、事後評価は、その現場における作業・活動の是非や成果を事後的に

評価するというものです。そして、近年の制度改革の方向として盛んに言われ

ている「事前規制から事後評価へ」というのは、過剰な事前規制を廃し（規制



を緩和し）、その代わり、事後評価を強化するというものです。 

ところが、この傾向が強まりますと、そこに査察文化が入り込み、蔓延る危

険性があります。事後評価は、それを限定的に用いるなら、事業や活動を、そ

れが終わった後で、事後的に評価するということになります。それは、いわば

｢結果よければすべてよし｣と言ったタイプの評価だと言っていいようなもので

す。しかし、査察文化はそうではありません。たんに事後的に評価するという

だけでなく、事業や活動のプロセスやその仕方をも査察し評価するというもの

です。事後的な結果だけでなく、教育行政・学校運営や教育実践の現場で、そ

の仕事の仕方やプロセスを査察し評価するということになります。しかも、そ

の査察・評価は、イギリスの学校査察局（ＯＦＳＴＥＤ）のそれに見られるよ

うに、ベンチマークやインディケーターを設定し、あるいは、査察・評価の視

点や側面や事項を事細かに定めて、それに基づいて評価するという傾向を強め

ることになりがちです。 

 そうなりますと、当然、学校運営の現場や教師の日常的な実践が査察・評価

の対象とされ、絶えず監視されることになります。つまり、学校運営や教育実

践の現場での日常的なタイトな統制が強まるということであり、その背後で、

教師の専門性や自律性が軽視され、脅かされることになります。また、その特

定の側面や事項が重視されることになりますと、それらの側面や事項での評価

を高めるために種々の努力をするということにもなり、その結果として、意識

的であるか無意識的であるかに関わらず、他の重要な側面や活動は軽視され犠

牲にされることにもなりかねません。そうなれば、教職や教師の仕事の総合性

・包括性や相互依存性も軽視され、歪むことになります。さらに、それらの評

価が業績主義・成果主義的なものとして、教師の処遇・待遇等に反映するとい

うことになれば、教師の士気や努力の仕方や同僚性・協調性などにもネガティ

ブな影響を及ぼすことになり、モラル・ハザードの危険性が高まることになり

ます。 

要するに、査察文化は、教育の現場における日常的な実践とそのプロセスに

対するタイトな統制を強めることになり、教職の専門性・自律性や、教育とい

う営みの総合性・包括性・相互依存性や途上性・生成性を歪め、モラル・ハザ

ードを引き起こす危険性が大きいということです。 

 そのようなわけで、教育の世界で重要なことは、「事前規制から事後評価や

査察文化へ」という移行ではなくて、事前規制の適正化と過剰な官僚主義的統

制の排除を進めることだと言えます。この点については、先程の大槻さんのご

説明にもありましたように、文部科学省としても遅まきながら努力され、徐々

に改善されてきていると思いますが、規制の緩和・適正化を含めて、条件整備

はまだまだ十分でないと言えますし、その点が本当は重要な課題になっている

のだと思います。 

 次に、後半のテーマである「地方分権化時代の学校づくり」ということにつ

いて考えてみたいと思います。これにつきましては、すでに様々の改革が行わ

れ、新たな取り組みも広まっていますし、現在も中央教育審議会等でさまざま



な検討が進められているところですが、まず、教育における地方分権改革の動

向と課題・争点ということで、最近の動きの中で重要と考えられる幾つかの問

題について、簡単に確認しておきたいと思います。 

 １点目は、義務教育費国庫負担金の廃止・一般財源化の動きについてです。

義務教育費国庫負担制度は、ご存じのように、公立小中学校の教職員給与の半

額を国が負担するというものですが、これによって、全国どの地域でも、自治

体の財政力にかかわらず、一定水準以上の教職員数の配置が可能になっていま

す。これは、教育水準の地域間格差が生じないようにするという点で、「教育

の機会均等」の理念を具体化した重要な制度の一つと言えます。 

この制度が、いま、いわゆる「三位一体改革」によって、廃止されようとし

ています。国と地方の税財政改革、地方分権改革を進めるため、と称して、義

務教育をはじめ特定の事業のために国が地方に配分している補助金を廃止し、

それに相当する分を地方が自由に使える財源として一般財源化する、地方税に

移管するというのです。しかし、地方税収入は、住民税のような直接税でも、

地方消費税のような間接税でも、自治体間で大きな格差があり、増収になる自

治体もある反面、大幅な減収になる自治体もでます。われわれ「日本の教育を

考える１０人委員会」（委員長・佐和隆光京都大学教授）の試算では、税源移

譲が住民税と消費税のどちらで行われるにしても、現在よりも税収が増えるの

は東京都など９都府県だけで、残りの３８道県では大幅な税収減になります。

そうなりますと、税収減になる自治体では、それでなくても財政事情は厳しい

状況にありますから、教職員の給与費予算を削減せざるをえなくなります。そ

うなれば、それらの地域では教育条件が悪化し、教育の地域格差、地域による

教育機会の不平等が拡大することになります。その意味で、これは公教育の基

盤を揺るがす重大な問題です。 

この改革の動きに対して、文部科学省は否定的で、なんとしても義務教育費

国庫負担制度を維持すべきだと主張していますが、総務省をはじめ「三位一体

改革」推進勢力は、「聖域なき構造改革」・地方分権改革をスローガンに強行

しようとしており、文部科学省は劣勢に立たされています。最終的にどうなる

かは、いまのところ不確かですが、もし一般財源化されることになれば、公立

学校の教育の基盤が大きく揺らいでいくことになります。 

そういう危険性があるだけに、文部科学省も、この制度を維持すべく、地方

分権改革の趣旨に添った制度の改善を図ってきています。具体的には、各自治

体の裁量性を高め、創意工夫を促進するために、この４月から、義務教育費国

庫負担制度に総額裁量制が導入されました。これによって、従来通り国が半額

を補助・負担するが、人件費の枠内で、それをどう使うかは地方の裁量に委ね

られることになりました。つまり、総額裁量制は、自治体間の財政力格差に関

わりなく、全国的に義務教育の水準維持を担保しつつ、同時に、各自治体の裁

量性を高め、創意工夫の範囲を拡大するというものですから、地方分権改革の

趣旨にもかなうものです。それに対して、義務教育費負担金を廃止・一般財源

化しても、教職員の給与はどのみち払わなければならないわけですから、地方



の裁量性が高まることにはなりません。そのようなわけで、私は、総額裁量制

の導入は好ましい改善だと考えていますが、「三位一体改革」推進勢力は、そ

ういう改善には目もくれず、何が何でも義務教育費国庫負担金を廃止・一般財

源化しなければ地方分権改革は進まないと考えているようで、状況は厳しいと

いうのが実情のようです。 

 ２点目は、教育委員会制度の見直しです。これについては、現在、中央教育

審議会で検討されていますが、基本的には、次の三つが改革の基調ないし課題

になっていると言えます。第一は、これまでの中央集権的な教育行政を地方分

権化時代にふさわしいものにしていくという課題、第二は、現場に近いところ

に可能な限り権限を委譲していくという課題、すなわち現場裁量権の拡大とい

う課題、第三は、形骸化しているとか効率性・迅速性が低いと言われる教育委

員会をどう活性化するかという課題、がそれです。これらの課題ないし改革基

調に関連して、首長・議会や一般行政と教育委員会の関係、都道府県教育委員

会と市町村教育委員会との関係、教育委員会と同事務局との関係、教育委員会

と学校との関係の在り方が問題になっています。教育委員会が担当している諸

事業の範囲や人事権・予算権や研修・評価の在り方などについて、それらの権

限関係・責任関係をどうするのがいいのか、教育委員会の権限・役割はどうあ

るべきかなのか、ということです。教育長と教育委員会委員長の関係や、教育

長・教育委員の選任の仕方なども問題になっています。さらには、制度それ自

体の問題というより、制度の運用や優れた人材をどう確保するかという問題だ

と言える面もあり、検討すべき事項は多岐にわたっています。 

その一方で、教育委員会はなくてもいいという意見もあります。そこでは、

教育行政の中立性・安定性・継続性などを担保するためにも、教育委員会制度

は重要だとする意見と、選挙で選ばれた首長が教育行政についてもリーダーシ

ップを発揮して、様々の改革・改善を進めるためにも、迅速性や効率性の低い

教育委員会はない方がいいとする意見が対立しています。いずれにしても、教

育委員会制度がどう改革されるか、その行方は、今後の日本の地方教育行政の

在り方を左右する重大な問題です。 

 ３点目は、学校運営改革です。ここでは、基本的には現場裁量権・校長裁量

権を拡大していくという方向が大きな流れになっていますが、学校の裁量とい

いましても、特に予算面では８０パーセント以上が人件費でありますから、そ

の点での裁量の余地というのはそれほど大きいわけではありません。したがっ

て、リーダーシップが発揮されるべき領域は、いかにそのスタッフを有効に活

用し、協力しながら学校を改善していくかということにあると言えます。そう

いう文脈のなかで、「特色ある学校づくり」というのが、先程の佐藤先生のお

話でも言及されましたように、改革の一つのスローガンになっているわけであ

りますが、もう一方で、「開かれた学校づくり」というものも、改革のもう一

つのスローガンになっています。 

 この二つは、微妙に重なり合って進められていますが、私は、そこには重要

な違いがあると考えています。「特色ある学校づくり」のほうは、カリキュラ



ム編成や教育プログラム等の側面で各学校がそれぞれに特色づくりをするとい

うものであるのに対して、「開かれた学校づくり」のほうは、保護者や地域住

民の参加や学校・家庭・地域の連携・協力を促進するという点に重点があると

言えます。いずれにしても、これらはカリキュラム編成等と密接に関連してい

ますので、あとでまたお話ししたいと思いますが、私自身は、「特色ある学校

づくり」よりも「開かれた学校づくり」のほうが好ましいと考えています。ま

た、前者については、「特色ある学校づくり」と言うよりも、「固有の学校づ

くり」と言うほうが好ましいと考えております。 

 ４点目と５点目は、教育機会に関わるシステム再編の問題と、学校評価・教

員評価・情報公開といった問題です。この二つは、先程も言及しましたＮＰＭ

とも関連するものでありますが、教育機会に関わるシステム再編は、例えば学

校選択制、中高一貫校、小中一貫校、各種の特区校、等の導入・設置によって

進められています。これらはすべて、新自由主義・消費者主義・市場的競争原

理などを重視することにより、誰がどういう学校で学ぶかという点で、従来の

システムを再編するものでありますが、同時に、選択可能な多様なタイプの学

校をつくり、その優劣を評価することになりますから、市場的な評価・統制を

強めていくことになります。 

他方、学校評価・教員評価・情報公開も、学校設置基準で努力義務化されて

おり、既に各教育委員会の判断でさまざまの取り組みが進められていますが、

これも、先程のＮＰＭと関連する問題、これまでとは異なる評価・統制を強め

ていくという問題を孕んでいます。 

 私は、適切な学校評価・教員評価は必要だとは思いますが、市場的な評価や

管理主義的・業績主義的な評価は、学校教育にはなじまないと考えています。

例えば東京都では、教員の管理的・業績主義的な評価がすでに実施されていま

すが、これは「物言わぬ教師」を増やし、教師の協働性や教育の包括性を疎外

する危険性が強いと言えます。ですから、そういう管理的・業績主義的評価で

はなく、当事者評価・形成的評価を工夫していくことが重要だと思います。 

学校評価についても同様で、管理的・業績主義的評価や市場主義的評価を行

い、その結果を公表するということになりますと、先程の査察文化といったも

のや、地方集権化による現場統制が強まっていくことになります。地方集権化

というのは、最近私が意識的に使っている用語ですが、地方分権改革が進むな

かで、地方分権化が学校現場の裁量権・自由度を拡大するというより、教育委

員会の権限がこれまで以上に強くなり、教育委員会が学校現場や教職員の実践

を日常的にタイトにコントロールする傾向を指しています。そういう危険性が

いま強まっていると思います。 

そのようなわけで、この４番目と５番目は、非常に重大な問題を孕んでいま

すから、改革を進めていく場合に十分に注意する必要があることだと考えてお

ります。 

 以上、最近の改革動向で特に重要だと思われる点とその問題性について述べ

てきましたが、最後に本日の公開研究会のテーマとなっています小・中学校段



階における学校運営、カリキュラム編成について、少し考えているところを述

べたいと思います。 

 まず、小・中学校段階における教育の基本的要件として、私は、お手元のレ

ジュメに書いてあります三つが重要だと考えております。一つは、教育の内容

にかかわって、小・中学校段階の教育は、普遍的な共通基礎教育であり、また

準備教育であるというのが基本だということです。すべての子どもに偏りのな

い共通基礎教育を提供し、その学習を支援することが、小・中学校の教育の中

心的な課題であり役割であるとするならば、そこの部分で各学校が特色を出す

余地も必要性も多くはないということです。そうであるなら、「特色ある学校

づくり」ということで、その基本を疎かにして、あれこれやり過ぎるというこ

とは、決して小・中学校の教育の充実にプラスにはならないと考えられます。 

 先程、佐藤先生のお話のなかでも、教科の学習に８割ということが指摘され

ましたが、「特色ある学校づくり」として実際に多くの学校がこの間やってき

ていることは、総合学習であったり選択であったり、あるいはその他の特別活

動であったり、そういったものが絡んだところでの特色づくりであって、教科

の学習を中心にしたものではないと見ていいと思います。そのことは、共通基

礎教育の中核をなすはずの教科の学習については、「特色づくり」なるものが

必ずしもなじむものではないからだと考えられます。そうであるなら、「特色

ある学校づくり」にエネルギーを注げば注ぐほど、皮肉なことに学校はますま

す本来あるべき姿から離れていく危険性があるというふうにも考えられます。 

 基本的要件の２点目は、生活の場、アイデンティティー形成の場として十全

なものであることです。誰もが、安全な環境で、安心して過ごすことができる

こと。そして、誰もが、受け入れられ認められ、自尊心、帰属心、友愛の心情

を育むことができること。そういう場として学校づくりをしていくことが重要

だということです。これは、小・中学校段階の教育・学校では特に重要な要件

ですが、そうであるなら、この点でも、学校選択制をはじめとする教育システ

ムの差別的な再編は、さまざまな問題を孕んでいると言えます。 

 基本的要件の３点目は、教育機会の平等・開放性が担保されているというこ

とです。どの学校に入ったかにかかわりなく、いま述べた２つの基本的要件を

満たす教育・学習・生活の機会が十分に保障されているということです。全国

のどの地域の、どの学校でも、その機会が等しく保障されているということで

す。そして、生まれ育つ家庭や地域に関わりなく、また、どの学校に学ぶかに

関わりなく、その後の教育機会が等しく開かれていることです。そういう意味

での教育の機会や学習・生活の機会が十分に保障されていることが重要だとい

うことです。 

 そこで、これらの基本的要件を前提にして、カリキュラム編成や授業開発と

いう点で何が重要かということでありますが、この点で日本の学校は、世界的

に見て、非常に優れた成果をあげてきたと言っても間違いではないと思います

し、そのことをまず確認することが重要です。新しい時代には新しい教育が必

要だと言って、さまざまの改革が進められていますが、学校現場では、この間



もそうでありますし、それ以前もそうでありましたけれども、さまざまな改善

の努力や工夫が行われてきておりますし、それぞれの地域性を反映して、実に

多様な試みや実践が行われています。このことは、現場の先生方はもちろん、

現場をある程度ご覧になった方々は既にご存じのところでありますが、残念な

がら教育改革を進めている方々にはその多様性や卓越性が見えていないようで

す。それが見えていないから、あるいは、見ようとしないで、新しい教育が必

要だと言って、あるいはまた、格差づくりを特色ある学校づくりだと称して、

種々の制度改革を進めているわけでありますが、私は基本的に２１世紀の時代

においてもＩＴ化やグローバル化が進んでいる現代においても、学力・学習・

教育の基本は変わらないと考えております。 

 この「学力・学習･教育の基本は変わらない」という点については、今日は

時間の都合で説明しませんが、そうであるなら、カリキュラム編成や授業開発

を進める際に重要なこととして、レジュメに書きました４点を確認しておく必

要があると思います。 

１番目は、先程佐藤先生も言われたように、授業時数の確保と安定した学習

リズムを学校のなかで実現していくことです。この点は、近年の矢継ぎ早に進

められている改革と、そして、各学校が特色ある学校づくりや、それを含めて

学校間の競争に駆り立てられている状況のなかで、軽視され歪められている点

だと思います。学校での教育・学習の本質的に重要なところが見失われている

危険性が極めて大きいということです。そうであるなら、そのしわ寄せは、弱

い立場に立たされている子どもたちに集中するでしょうし、さらに、将来的に

は、近い将来と言ってもいいと思いますが、教育全般や人びとの社会生活にも

歪みとなってあらわれることになると思います。 

 ２番目は、学校における諸活動の適切な精選・充実と有機的な統合が重要で

す。この点も近年の改革では不当に軽視されている点です。どこか特定の側面

を強調し、特色ある学校づくりと言って精力を傾注すれば、別の部分で手を抜

くということになりがちですから、そういった意味でさまざまな活動の相互関

係とバランスに適切な配慮をしていくことが重要です。学校はいろんな活動を

やっておりますから、そのさまざまな活動の相互関係とバランスが適切に維持

され、それらが総体として子どもたちの生活や学習を豊かなものにしているか

どうかということを考えておく必要があるということです。 

 ３番目は、これも佐藤先生が具体的にお話しされたことでありますが、授業

研究・教材研究の時間や、子どもと過ごす時間を十分に確保し充実したものに

していくことが重要です。その時間を十分に取れない状況に教師があるという

こと自体が根本的な問題でありますから、それを十分に確保できるような条件

整備をしていくことが重要だということです。 

 ４番目は、「参加・努力・称賛のカルチャーの再構築と活性化」ということ

です。この十数年、子どもたちの「学びからの逃走」でありますとか、「学ぶ

意欲の喪失」や「学ぶ意味の喪失」といったことが繰り返し言われ、問題視さ

れてきました。そして、そうした状況への対応として、学習指導要領が改訂さ



れ、子ども中心の授業が推奨され、観点別評価と称して、関心・意欲・態度が

重要だと言われ、子どもの興味・関心なるものに迎合する傾向、子どもたちが

興味を持ちそうな楽しく面白い教材を用意するという傾向が、強まっているよ

うにも見受けられます。しかし、私は基本的に、学校での学習やさまざまな活

動というのは、子どもたちが事前にそれに対して興味を持っているかどうかで

はなく、とにかく参加し、それらの活動に時間を費やし努力していくことで、

そこに意味を見いだしていくもの、そこで意味や興味関心を育み作り出してい

くものだと考えております。個々の教科や教材やさまざまな活動は、それ自体

にあらかじめ意味や興味が備わっているというものではなくて、参加し関わり

をもっていって初めて、そこに意味や興味が見いだされ、作り出されていくも

のだということです。意味や興味の源泉は、個々の教科・教材や活動それ自体

にあらかじめ備わっているというよりも、参加し関わり努力していってこそ、

掘り当てられ見つけ出されるものだということです。そのことが、この十数年

の改革のなかで疎かにされてきたと思います。ですから、その点をいま一度確

認し、子どもたちの参加・努力やその成果をお互いに称賛し合える「称賛のカ

ルチャー」と共に、参加・努力を重視するカルチャーを育んでいくことが重要

なのだろうと思います。 

 次に、「行政（文部科学省・教育委員会）と学校との連携」という課題・テ

ーマに移ります。レジュメに書きました１番目（文部科学省の役割）と２番目

（教育委員会の役割）については、殊更に言う必要もないことでありますけれ

ども、改革の基本的な流れは、先程の大槻さんのお話にもありましたように、

教育委員会や学校の自律性・自主性や当事者性を前提にして、創意工夫を促進

するという方向に向かいつつあると思います。まだまだ不十分な点は多々ある

と思いますが、大きな流れはそういった方向にあるわけですから、問題は各学

校において、その不十分な点を改善し、それぞれの可能性をいかにして十分に

発揮していくかということにあると思われます。 

 そうであるなら、基本的なスタンスとしては、当事者による開かれた学校づ

くりを進めていくことが重要なのだと思います。この場合の当事者は保護者や

住民等をすべて含んでおりますけれども、そういった人たちの信頼と参加と協

働が確保されなければ、公立学校は、そしてまた学校教育というものは、成功

することはあり得ないわけでありますから、そのためにも、「情報公開」とい

うよりも、「情報や課題の共有と協働」が重要なのだと思います。この「情報

と課題の共有と協働」は、当事者性を担保し、自分たちの責任と努力で学校を

改善していくという点で、基本的に重要なことです。それに加えて、個々の先

生方の創意工夫や自己研鑽や誠実な実践が重要なことも言うまでもないことで

す。 

 そういったことで、特にこうすればいいといった、具体的な提案があるとい

うことではないのですが、学校改革の成功例や、地域における教育改革の成功

例と言えるものはいろいろ挙げられると思います。最近は全国各地でいろいろ

な試みが行われていますから、それをここで殊更に言う必要はないと思います



が、私自身が注目しているいくつかの事例としては、例えば犬山市であるとか

京都市であるとか小平市であるとかを挙げることができます。それぞれに工夫

をしてさまざまな改革を進めており、そして、その具体的な内容はさまざまで

すが、いずれにしても、そこでは基本的には、教師や地域の人たちを含めて、

いろんな人が参加し、自分たちの責任で創意工夫や自己研鑽を積み上げていく

ことを基本にしていると言っていいと思います。 

 そういう改革・改善の動きのなかで、制度改革ともリンクした最近の改革で

は、多分どの地域で採り入れてもまず失敗のないもの、多少の混乱やもめごと

はあるでしょうが、採り入れてまず失敗がないのは、学校支援ボランティア制

度だと思われます。学校運営協議会というのはいろいろ問題をはらんでおりま

すが、学校支援ボランティア制度は、大概の地域では入れて良かったと評価さ

れていると思います。また実際、その成果もあがっていると言っていいと思い

ます。ほかにもいろいろあると思いますが、とりあえずそれを改革の成功例の

一つとして挙げておきます。 

 最後に、教育というのは「未完のプロジェクト」だということを確認してお

きたいと思います。完成することのないプロジェクト、絶えず誰かが支え続け

なければ成功することのありえないプロジェクトです。そういう未完のプロジ

ェクトですから、その系として、「息切れするような改革や合理性を欠いた改

革は必ず失敗する」ということを強調しておきたいと思います。失敗するとは

言えないとしても、必ず反動が来ると言っていいものです。そして反動が来る

とすれば、そのしわ寄せは確実に子どもたちに及びます。学校というのは１年

や３年で終わるのではなくて、小学校の場合で言えば、入学してから卒業する

まで６年間は同じ学校で学ぶわけですから、その間に教育の方針や、学校の基

本的な在り方が大きく変わるようなことがあれば、その変化は、教師はもちろ

ん、当然子どもたちにも及ぶことになります。その変化への対応が、混乱や戸

惑いに満ちたものになっても不思議ではありませんから、それを考えても、息

切れするようなラディカルな改革は、成功しない可能性が高いと言っていいと

思います。 

 レジュメに書きました２点目（すべての子どもが尊厳的存在＆有意な人材）

と３点目（みんなで支える子どもの生活・成長）については、特に説明の必要

はないと思いますので、最後に、お金も人手も時間もかけずに教育が良くなる

ことはない、ということを強調しておきたいと思います。お金もかけずに教育

が良くなることはないということは、特に政策担当者には十分に理解してもら

いたいことです。人手と時間も重要です。人手も時間もかけずに、あるいは、

ケアも時間もかけずに、教育が良くなることはない、ということです。これは

子どもと過ごす時間でも教科の時間でも、もし確かな学力を身に着けさせるこ

とが重要であるならば、そのための十分な時間を確保しないと成功するはずが

ないということです。そういった点で、基本的なところを押さえ、余計な改革

に惑わされないことのほうが、今は最も優れた実践になるのではないかという

ふうに思っております。 



＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

苅谷 どうもありがとうございました。ちょうど始まって１時間２０分ぐら

いたっていますが、どうしましょう。ここで１回ちょっと休憩を入れるか、そ

のまんま継続してしまうかなんですが。終わる時間が、実はちょっと今日ご発

表いただいてる先生方のご都合で５時半にはちょっと終わらなきゃいけないと

いう。ちょっと通常だと多少の延長というのはあるんですが、おしまいの時間

がかなり決定されてるものですから、もし皆さん、よろしければこのまま続け

させていただいて、お手洗いはそこにありますので、各自勝手に後ろからそっ

と出てトイレ休憩を取るということで。前にいる人も行きたかったら適当にそ

っと行くということで、（笑い）ちょっとその辺は時間ということで、それで

は続けさせていただいてよろしいでしょうか。 

 それで、まず各ご発表のところでご質問を受ける時間がありませんでしたの

で、そうですね。まずフロアのほうから、これ、いろんなご意見とかディスカ

ッションに発展してしまうということはちょっと抑えていただいて、まず基本

的な事柄についてもう少し、この説明、あるいは用語の説明、こういったとこ

ろについて、見解について、もう少しこれを確認したいという、そういった基

本的なことについてのまずご質問があれば、お三人の発表、どの方にというこ

とで、それぞれご質問の内容を言っていただきまして、それをまずこの内容を

理解するための質問を少し１０分か１５分ぐらいかけてやったうえで、そのあ

とお三人の方のディスカッションと、そして更にはフロアの方を交えたディス

カッションというふうに進めたいと思うんですが。 

 まずこれまでのところで、この辺はもう少し説明が欲しいとか、そういった

基本的な事柄についてのご質問がありますでしょうか。もしございましたらお

手を挙げていただいて、そしてご所属とお名前と、それからご質問をお願いし

たいんですけれども、いかがでしょうか。はい、じゃ、こちら。あ、ごめんね

、マイクないんだよね。大きい声でいい？はい。 

カネコ 早稲田大学のカネコと申します。佐藤先生のご発表の時に、「県教

育委員会の方針で限定されるカリキュラム編成」という話がありましたけれど

も、富士市の場合、市の教育委員会が話しているのはどういうのかとか、そう

いうような県との関係や学校との間に入ってどんな役割を果たしていったのか

というところ、もしよろしければ教えてください。 

佐藤 結論から言いますと、市教委はほとんど通過するような場所っていう

ふうに考えていただいたほうがいいと思います。 

 例えば、カリキュラム編成をしたときに・・・。ここでカリキュラムという

のは二つありまして、私たちが学校で言う場合は教育課程編成ということで、

もう一つは、授業のカリキュラムというのがあるわけです。１単位時間をどう

指導するのかとか、単元のカリキュラムをどうするのかというのがあるわけで

すけれども、現場ではカリキュラムというと、教育課程編成ということになっ

てるわけです。 

 例えば、編成をして市教委へ出します。市教委は一応、目を通すわけです。



目を通して、まず何を見るかというと、中学の場合は総時間数が９８０時間で

すけども、その９８０時間をきちっとまず確保しているかどうか。これは年間

３５週の内容一覧表も出しますので、その確認が入るわけです。あとのことに

ついては大体通って上に行きます。 

 そうしますと、県教委のほうから大体電話が掛かってきます。電話が掛かっ

てくる時は、大体、校長に掛かってくるのではなくて教頭に掛かってきます。

なぜ教頭に掛かってくるかというと、変な話ですけども、指導主事は一般の先

生から指導主事になっているわけです。行政というのは問題あるんですね。 

（笑い）上下関係というのが非常に強くて、要するに私のほうが目上になるわ

けですね、そういう立場でいきますと。まず教頭の所へ行くわけです。 

 教頭がいろいろと私の所へ報告に来るわけですけれど、「じゃ、私が出る」

と。で、私が出ると大体ＯＫになってしまう。最初に何を言うか、「編成権は

学校長にあるんじゃないですか」。いろいろと指導されますけども、「県の方

針に逆らうのか」ということと、「国の方針に逆らうのか」ということです。

「これは子供のためになるんですか」ということで、私も折れることはありま

すけども、県教委にはだいぶ嫌われております。（笑い）はい、それが現状で

す。 

苅谷 よろしいですか。 

カネコ はい、ありがとうございます。 

苅谷 はい。ほかにご質問があればどうぞご遠慮なく。よろしいですか。そ

れでは、ちょっとまたあとで、ご質問があればディスカッションの中でも質問

を出していただいて結構ですので、それでは続きまして議論のほうに移りたい

と思います。 

 それでフロアの方を交えた議論をする前に、まずお三人相互の間で、それぞ

れほかのお二人がお話しなさったことに対するリアクションというのがあろう

かと思いますので、今度はちょっと順番を逆に致しまして藤田先生のほうから

、もし佐藤先生や大槻先生のお発表に対して、何かこういった点についてとい

うようなご質問なりコメントなりがあれば出していただきまして、特になけれ

ば、またフロアを交えたディスカッションに移っていきますが、まず最初にお

三人の間でということで藤田先生、いかがでしょうか。 

藤田 あの。 

苅谷 急に振っちゃってすいません。 

藤田 いやいや。大槻さんのほうは文部科学省の政策を非常に丁寧にご紹介

いただきましたので特に質問とかはないのですが、差し支えなければ、文部科

学省と官邸やその他の政府の諸機関・審議会などとの関係について、例えばカ

リキュラム行政もそうですし、その他の政策についても、どのくらい圧力を掛

けられているのか等々のことを差し支えない範囲でお話ししていただければと

思います。 

苅谷 じゃ、どうぞ大槻先生。 

大槻 私は平成１４年の８月から教育課程課長の任にあったわけであります



けれども、その間、教育課程行政について何か圧力があったという認識は全く

ありません。もちろんその中で、国会質問などで通常は文部科学大臣答弁であ

りますとか、あるいは局長以下の政府参考人、あるいは副大臣・政務官等の答

弁があるんですが、まれに官房長官の答弁になったり、あるいは総理大臣答弁

ということもあるわけでありますけれども、通常、私どもが用意した範囲内で

、その場でどういうふうにご答弁なるかはまた別なんですけれども、何か「こ

こでこういったことはまずいんじゃないか」とか、そういうことは記憶にはな

いですね。 

藤田 もう少し具体的にいいですか。 

大槻 はい。 

藤田 例えば、例の学校週５日制完全実施ですが、当初は２００３年からと

いうことになっていたでしょう？ それが、２００２年からの実施に１年前倒

しされましたが、それは、神戸か黒磯の事件が起こったためですよね。緊急の

中央省庁連絡会議が開かれて、そこで１年前倒しが決められ、実施されたと思

うんですが、当然、文部科学省は教科書の問題とかいろいろ対応しなければい

けないわけですから、それらのことを考えると、１年の前倒しというのは不当

なことだと思うんですが、例えば、そういう介入はどうですか。「心のノート

」の問題もそうですけど。 

大槻 今おっしゃった事柄について、私はその当時、全く教育課程行政にタ

ッチしていなかったんですが、側聞するところによると、官邸うんぬんという

話じゃなくて、当時の文部大臣が１年前倒しということをおっしゃったという

ことを、当時漏れ伝え聞いております。もちろん、今お話あったように教科書

とか、なかなか準備が大変だというような説明もしたということは聞いており

ますけれど。 

苅谷 よろしいでしょうか。 

藤田 はい。 

苅谷 じゃ、続きまして、大槻さんのほうから何かお二人に対しての質問だ

とかありますでしょうか。 

大槻 藤田先生からは、ご質問というかコメントなんですけども、「文部科

学省も遅まきながら改善の方向にある」という話をされたんですけど。なかな

か何て言うんですかね、地方分権という大きな方向性というのは多分、これは

だれも反対しないんだろうと思うんですけれども、逆に藤田先生にお尋ねする

とすれば、一遍に目指すところに進んでいいのかどうか。段階性というか、相

手の準備の状況というのもあるんだろうと思います。それについて、今どんな

ふうにお考えかということを。漠然とした質問で恐縮でございますけど。 

藤田 はい。基本的に私は制度改革については、ラディカルな改革はそれな

りのきちっとした準備をしてから進めるべきでありますし、それからラディカ

ルな改革にかかわらず、制度改革はその制度に巻き込まれている当事者の人た

ちが、すべてその改革に対応しなければならない、関連する日常の活動を変え

ていかなければいけなくなりますから、それなりに適切性や合理性や有効性に



ついてきちっとシミュレーションをして、それなりの見通しを立ててやっても

らいたいと思うんですね。ですから、そういう意味で最近の制度改革というの

は問題が非常に多いと思うんです。 

 もう一つ重要なことは、地方分権化という大きな流れは変わらないと思いま

すが、矛盾の多い、行ったり来たりするような進め方はすべきではないと思う

んですよね。ですから基本的な方向を見定め、ある程度見通しを立てて、そこ

に向けて段階を踏んでやっていくべきだろうと思うんですね。重大な矛盾をは

らんでいて、途中で逆戻りするとか、当事者が対応面で非常に苦慮することに

なるとか、当事者間に深刻な対立を持ち込むような、そういう可能性の大きい

制度改革や進め方はすべきでないと個人的には考えております。 

苅谷 よろしいでしょうか。じゃ、最後に佐藤先生のほうからお二人にご質

問を。 

佐藤 私のほうは難しい話はよく分からない。学者でもないし研究者でもあ

りませんので。現場サイドでいきますと、やっぱり先程、藤田先生が「特色あ

る学校作りよりも、教科できちっと指導できる学校が特色じゃないか」と。私

も全くその通りだと思って、今の学校の情勢見ますと、そういう学校を作って

いかなきゃと思うんですけども。その場合に、自分の学校のメンバーだけでど

うしてもできないわけです。 

 確かに平成１５年、１６年で学習指導カウンセラーというようなかたちで、

大学の先生方が学校と連携をしてやり始めましたよね。でも、それはほんのわ

ずかな学校だけです。それが、そこを拠点校にして周りに広がっていけばいい

のですけれども、なかなか広がっていかないんですね。それは現場の先生の欠

点でもあるような気がします。いつも対岸の火事なんです。自分の所でそれを

やるとできるだろうかって。 

 結局、自分の学校でそれをやろうとしたときに、だれも（外部講師が）入っ

てくれない。しかもお金もないわけですね。私たちは地方ですから１人の大学

の先生を呼ぶということはかなりの出費が要るわけです。その予算は一切ない

わけです。今のような学習指導カウンセラー指定校という所は予算化されてい

るわけです。そういう、格差っていうのがあるわけですね。文科省が１５年、

１６年やって、効果は絶対あると思うんです。そうしたら全国へ広げてくれる

かどうかっていう。何か、指定が終わってしまうと「後は学校でやってくださ

い。予算は出ませんよ」ということになりますと、自主性とか主体性なんて言

ってるけれども、発揮できないように思います。やっぱりその辺の予算のこと

も心配、今の研究が研究で終わってしまうという。 

 例えば、同じ市内で、新しい教育課程研究指定校として情報科と英会話科と

いうものを研究した学校があるわけですね。その学校は２年間の研究指定、私

も運営委員で一緒にやって分かるんですけれども、県教委の先生は最初の会合

で「この研究は周りの学校に広めないでください」と、こういう言い方をされ

たんですよね。「まだ研究段階だから」って。 

 そして発表になりますね。大勢の先生方が全国から６００人ぐらい集まりま



した。そのあと、学校は研究をぷつっと切るわけにいかないわけですね。です

から引き続いてやろうとすると、例えば英会話科はＡＬＴが毎週、市も、それ

から県からも来ていたものが、終わった途端にだれも来ない。それから中学校

の英語の先生が小学校のカバーをしていた。それも引きあげる。結局、手前味

噌でやらなきゃならない。だったらそんなもの最初から県とか国とかＡＬＴ入

れないで、手前の人材だけでやるってことのほうがもっと大事かなと思うんで

すけれども、そういう研究がけっこう多いですね。ですから、その辺を文科省

は、どう考えているのか。（笑い） 

大槻 今、学習指導カウンセラーの話がありました。効果が期待されるとい

うことで、私も始めた者として非常にうれしいんですけれども。実は私どもが

やっているのは、あくまでもモデル研究ということでありまして、それは国と

地方の役割分担ということからすれば、これを全国の学校に国の経費でってい

うことは、多分これは無理だと思います。 

 私ども、終わってないのであれですけども、私どもって言ったって、もう私

も権限がないのであまり言えないんですけれども、考えておりましたのは、一

つにはこのモデル的な研究を進めるということもあるんですが、ここで大切な

のは、学校と教育委員会と、それから教員養成系の大学学部の連携をもっと進

めていくべきだと思っています。 

 教員養成系に限らず、教育の研究者がおられればそれでいいと思うんですが

、そういった人たちがネットワークを作っていくことが重要だろうと思ってま

す。その中でいろいろな、先生方の現場の悩みということも聞き取っていただ

いて、それがまた逆に養成課程に反映していくということもあるでしょうし、

あるいはその現職教員の研修で、また教員養成系大学が果たす役割という部分

もありますから、そういったネットワークを作っていく。その一つのきっかけ

になればなということが一つであります。 

 それから、研究開発学校とか指定校の話も言及されてたんですが、私の個人

的な所感というふうにお聞き取りいただければいいと思うんですけども。非常

にその指定された所の先生方が頑張ってしまうと。頑張ってしまって、ほかの

学校でなかなかまねができないことをやる。 

 それは一つには、大きな枠組みを作り替えるときには、それはそれとして、

それに意義があるあるのかもしれませんけれども、例えば学力向上、フロンテ

ィアスクールですね。そういったもので私がお願いしてたのは、あまり無理を

しないでいただいて、ほかの学校でも参考になるような、そういった取り組み

もひとつお願いできないかということと、それからこれは指導主事の方々にお

願いしてたんですけれども、成功した事例だけを出すんじゃなくて、こういう

取り組みをやったけど失敗してしまったとか、こういうとこが課題だったとい

うこともぜひ出してほしいと。そういったことがない限り、ほかの学校の参考

にならないだろうということでお願いして参りました。 

苅谷 非常に意味のあることだと思います。ディスカッションは今のでよろ

しいでしょうか。 



藤田 今のお話、なかなか興味深い（笑い）。 

苅谷 更に、もし何かあれば今。よろしいですか。 

藤田 特に最後の点などはその通りだと思うんですが、現場の先生方にして

みれば、とてもそうはいかないんじゃないですか。失敗した例っていうのは、

やっぱりその先生方の責任というか、力量を問われるということにもなりかね

ませんから、結局みんな頑張っちゃんですよね、高い評価を得ようとして。 

大槻 出し方によると思うんですね。それを個別の学校で、この失敗した例

っていうのをその報告書の中に出すと、やっぱりそういうことがあると思うん

ですが、一つは県の段階でいろんな事例をまた分析していただく必要があると

思います。各学校がやったものをがっちゃんこして出すんじゃなくて、県で分

析する中で匿名性を持って分析して、そういった例を出していただければいい

と思います。 

佐藤 私は失敗ということ、子供に対して失敗っていうのは絶対許されない

と思うんですね。やったことに対して私たちは責任を取っているわけですので

。私は先生方に、「今日の授業は失敗だったということを言うな」と。「自分

が一生懸命考えてやったことですから、あとで自分で反省すればいいだけで、

それを失敗と認めてしまうと責任の問題だよ」と、こういうふうに言うわけで

すけれども。だから失敗事例ってなかなか現場からは出しにくいなと。 

 ただ、システム構築の失敗は言えると思います。こういうシステムでこうい

う機構でやったけどうまくいかなかったというのは出せると思うのですけれど

も、子供の実際の授業レベルで考えたときに、「これはまずかった」というこ

とは絶対言うべきではないと思います。まずい授業を受けた子供たちは、失敗

で傷を負い上へ上がっていくわけですが、それは、その時点では「この子供た

ちにとって一番良かった」と思ってやったことであって、失敗はないというふ

うに考えていただかないと、あまり「失敗事例、事例」って、事例によってで

すけども。（笑い） 

苅谷 多分、今のお話というのは、教育研究っていうのはそこにどうかかわ

るかっていう問題、一方でそうだと思うんですね。それともう一つは、それが

今までかつての仕組みだと、国が非常に中央集権で国のイメージが強くて、あ

る意味では指導要領の拘束性も強いようなかたちで、その中で学校が、言葉は

悪いですが、その教科書に準じてしっかりそれを教えていると、特段それでも

って問題もなかった。 

 だけど、今の分権化ってわれわれがここで呼んでる事態というのは、その目

標なり、そのセッティングなりというものが非常に柔軟化してきて変わる中で

、その責任の主体自体も「国が悪い」って言えなくなってきて、と同時に佐藤

先生のお話にもありましたけども、「じゃ、学校側はそれを全部任されたとき

にちゃんとできるのか」と言ったところで、学校側の現場にも問題がある。 

 とはいえ、「学校が悪い、文科省が悪い、教育委員会が悪い」と言ってたっ

て、まさにむなしいだけで、その中でどうやったら新しい教育課題を見つけ出

して、まさに学校が主体的に何かできるかという。今日はそれを、特に学校の



カリキュラム面だとか授業改善とか、そういうことを中心に議論しようという

ことで進めてきたんです。 

 ここで、これまで皆さん３人の先生方のお話を伺ってきたところで、いろい

ろとご意見なりご質問なりあると思いますので、こっからの時間、少しフロア

を交えて、いろいろディスカッションしていきたいと思うんですが。ただ、今

ちょっと釘を刺しましたのは、大槻さんいらっしゃってますが、ここで文科省

を批判してもしょうがないわけですから、（笑い）そういう立場のセッティン

グでここの場を開いているわけではなくて、もちろん問題点を指摘してくださ

って結構なんですが、どうやったらそれを次のいろんな研究の課題なり、ある

いは行政の課題なり、そういった課題を見つけて、それをいかに改善というか

そういうものにつなげていけるかという、そういう問題のシールを探せるよう

なディスカッションになると生産的なんじゃないかと思います。 

 そういった意味で、必ずしも発言を私がコントロールしようとは思いません

けれども、ややもすると、こういう場はですね、行政の責任を問うみたいな糾

弾大会になると、これが全く無意味になる。その点のところは多少ご配慮いた

だきながら、これから先は、もう自由にフロアを交えてディスカッションした

いと思います。ちょっと私が冒頭変なことを言ってしまったので制約になった

かもしれませんが、そうはいっても言いたい人は必ず言うに違いありませんか

ら、どうぞ遠慮なくいろいろなご意見をご質問。今ちょっとマイクをお持ちし

ますので。じゃ、ご所属とお名前とをまずお願い致します。 

ナカザワ 東京大学大学院のナカザワと申します。藤田先生にお聞きしたい

んですけれども、レジュメの２ページにあった「当事者主義による『開かれた

学校づくり』」という点に関して２点、質問させてください。 

 一つは、本件集会のテーマである学校の主体性というものに絡んでなんです

けども、ここで藤田先生の言った当事者というのは、学校を含めた地域住民や

生徒の保護者を含めた者と理解していますが、だとすると、それらを交えて開

かれた学校作りを検討する際には、学校と保護者や地域住民というのが常に同

じ方向を向いているわけではないっていう問題が多分生じるかと思います。 

 とすると、その学校が予算や人事面による都合でできることできないことっ

ていう軸と、その外部の保護者、地域住民が求めていること求めていないこと

っていうのは、ずれが生じる可能性がある。だとすると、それはそこで学校が

いかにして主体性を発揮できるかという問題が生じると思うんですけども、そ

の際に日本の学校っていうのは、特に外部の評価や圧力に対してすごく弱いっ

ていうような、僕は印象を持っています。 

 とするならば、開かれた学校作りっていうものを目指すうえで、学校が外部

の評価に対してすごく脆弱に動いてしまう可能性があるんじゃないか。それは

学校が主体性を発揮するうんぬんではなくて、すごく迷走してしまうような可

能性はないのかという点が一つです。 

 もう一つは、当事者主義による開かれた学校作りというものを、そのあとに

藤田先生が掲げられた、これからの教育の基本的要件というものとの関連性な



んですけども。 

 藤田先生は、大雑把に僕が理解したのは、全国的に共通で公平な教育の部分

っていうのは常に必要なんだ。そういう理解だとしていますが、そういう基本

的な要件の設置ということと、当事者主義による開かれた学校作りの関係とい

うものを考えますと、当事者主義というのは、例えば地域それぞれによって教

育を考えようという方向性だと思うんですけども、だとすると、その全国的な

規模で考えた場合に地域差が出てくる可能性がすごく高いと。だとすると、そ

の地域それぞれに合った教育を志す方向性と、そのうえでナショナルスタンダ

ードなカリキュラムっていうものをどう摺り合わせるかっていう、この２点に

ついて質問させてください。 

藤田 非常に重要な論点で、原理的につめなければならない問題がいくつも

含まれていて、それをきちんと考えるとなると議論が複雑になりますので、こ

こでは少し視点をずらして答えることにしたいと思います。ご指摘のように、

人びとの考えや志向は多様だと思います。特に保護者の方々の場合、子どもさ

んにどういう教育を受けさせたいと考えるかということに関して言えば、いろ

いろ対立する考えや異なる意見をお持ちの方も多いだろうと思います。しかし

、基本的には、小・中学校の教育に対して多くの保護者が求めているのは、安

全で、安心して任せられて、きちっと勉強させてもらえることだと言っていい

と思います。それに加えて、中学校辺りですと、部活動なんかもそれなりに興

味のある活動ができるといったことも重視されるのだろうと思います。いずれ

にしても、基本は、そういうベーシックなところにあると思うんですね。 

 そこで、次に当事者主義についてですが、まず確認しておきたいのは、当事

者とはどういう人たちかということです。学校に限らず、地域社会やその他の

集合体でもそうですけども、その学校やその地域が良くなってもらわなければ

困る人たち。その学校やその地域を良くすることに責任を持っている人たち、

責任を持つ立場にある人たち。そして、何らかのかたちでできることはしよう

という構えをどっかで基本的に持っている人たち。こういう人たちはすべて当

事者だということです。 

 「当事者主義による『開かれた学校づくり』」というように、当事者主義と

いう語をあえて頭に付けましたのは、学校選択制のたぐいが入ってきますと、

保護者の方々は必ずしも当事者ではなくなるからです。学校を選ぶ際に学校を

評価しても、その学校に子どもを行かせなければ、その特定の学校の当事者で

はなくなってしまいます。行った学校の当事者ではあっても、地元の学校を選

ばなければ、その学校の当事者ではなくなる。学校を選ぶ際に評価だけはして

も、選ばなかった学校は相対的にダメな学校だということになるだけで、その

ダメな学校をよくするために何かをするという立場にはないということになり

ます。それでは、「開かれた学校づくり」も限界をもつことになります。 

 それに加えて、私は、公立学校というのは基本的に地域に根ざしていること

が重要だと考えています。発達論的に言っても、子どもの生活圏というのは、

加齢・発達とともに拡大していくものでありますから、小・中学校段階の教育



は地域に根ざしているほうが基本的には好ましいと考えています。他にもさま

ざまな理由がありますが、基本的にはそのようなわけで、小・中学校の教育に

ついては、地域の当事者の人たちが支える学校というような意味合いで使って

います。 

 次に「開かれた学校づくり」という点については、例えば学校運営協議会な

どもそうですが、学校の運営やカリキュラム編成やその他学校の活動・運営の

細部にわたって地域の人たちがすべてこれを決める権利を持つというように必

ずしも考える必要はないと思うんですね。もちろんイギリスのように、そうい

う方向に進もうとする地域があってもいいとは思いますが、どの地域でもそう

なればいいというものではないだろうと考えています。 

 例えば、先程は京都市などを先進例として挙げましたけれども、保護者や地

域住民の学校参加の仕方にはいろいろありうると思います。今のところ、全国

の小・中学校のなかで、授業参観や保護者会やさまざまな学校行事を土曜日や

日曜日あるいは夜にやっている学校は必ずしも多くはないようですが、徐々に

広まり始めていると言っていいと思います。地域の人たちや保護者の人たちが

運動会はもちろん、授業参観や保護者会やその他さまざまな学校行事に参加で

きるような時間帯を設定するということ一つをとっても、それもまたある意味

で、開かれた学校にしていくことになるのだと思います。保護者会やＰＴＡに

父親も含めて、親御さんたちの誰もが参加できるようにするとすれば、例えば

夜に開催するということがあってもいいことでしょう？ 

 ですから、そういう工夫・改善をしていくことで、学校を開かれたものにし

ていくことが重要だということです。そして、それは、学校の情報や課題を当

事者が共有するということにもつながっていきます。参加と情報や課題の共有

ということは、コインの裏表のような関係にあるということです。もちろん、

情報や課題の共有といっても、教師と同じ情報を保護者も持たなければならな

いと言うことではありません。個人情報に属することをはじめ、なんでもすべ

て保護者や地域の人たちに知らせる必要はあるということではありません。し

かし、いま学校がどういう状況にあるのか、どういう課題を抱えているのか、

どういう方針の下に運営されているか、何をみんなで協力して改善していかな

ければいけないのかという、そういう課題意識の共有ということは基本的に重

要なことですから、そういう意味で問題・課題や情報を共有していくことが重

要だというふうに考えています。 

 ２番目の、ナショナル・カリキュラムやナショナル・スタンダードと地域の

特色との関連についてご質問ですが、ご質問の前提として、保護者や地域の人

たちの要求、多様な当事者の要求を吸い上げていくと、何か違うものになる、

ナショナルなスタンダードから離れていくという予想のようなものがあるよう

に感じましたが、私は必ずしもそうはならないと考えています。 

 現に、例えば総合学習でもそうですし、小学校の生活科や社会科の授業でも

そうですが、地域の教材がたくさん入っていますよね。そうすると、地域の教

材それ自体がそれぞれの学校を地域ごとに特色あるものにしていることになり



ます。しかし、地域ごとに特色のある教材を扱いながらも、そこには、基本的

に共通の課題、学問的であれ社会的であれ、あるいは認知発達上であれ、共通

・普遍に通じる課題が埋め込まれており、子どもたちはその共通・普遍の課題

を学習していくことになるのだと思います。そうであれば、それは、全国的に

ある一定のスタンダードを満たすことになるということになります。それは、

学習というものが具体から普遍・抽象へと発達していくということとも関連し

ているのだと思いますが、そのことが重要なのだろうと思いますし、また、現

行の教育・学習のシステムはそういうふうに組織されているのだと思います。 

苅谷 よろしいですか、はい。じゃ、ほかにどうぞ。ご質問でもご意見でも

結構ですけど。じゃ、所属とお名前だけ。 

ミツイシ 東京学芸大学のミツイシと言います。地方分権とカリキュラムと

いうことで、非常に私の職場との関係で興味があるところでありましたので早

々に参りました。 

 地方分権ということで一番今、私の頭の中にあるのは、行政改革の中の特区

のことなんですね。私はそんなに多くは見ていないんですけれども、特区の中

で教育特区が６５あって、その中で研究開発学校も、これは文部省ではなくて

内閣府が見るようなかたちで２５作られていたりして、その中のものが大体英

語や何かに、あるいは不登校とか、そういうようなものでできているわけなん

ですけれども、そういうような地域でそういう学校、あるいはその所に育って

いる人たちに学ぶ内容をそういうふうに用意するっていう、そういうような傾

向が出てきてるわけなんですけれども、そういうところの傾向を今後、私が知

りたいのは、そういうような所についての政策を文科省のほうで言えばどうい

うふうにとらえられているのか。あるいは今後、そういうものがどういうふう

になっていくのか。そういうところについて考えていかなくちゃいけないかな

というふうに思っているわけです。それは公共性の問題とか、あと教育の公共

性の問題、そして教育の内容をだれがどういうふうに作ったり、あるいは支え

たりするのかという、そうことですごく大きな問題になるんじゃないかという

ふうに思ってるんです。 

 それともう一つは、多くの場合と言えるかどうかなんですけれども、「教育

委員会の方々さえの」と言っていいように思うんですが、特区の中の教育政策

にあまりかかわれていないような感じがするんですね。志木市の場合なんかも

、教育委員会についてのいろんな意見なんか出されていたりもしますけれども

、そういう意味で、教育委員会、あるいはもっと言えば文部科学省の位置とい

いますか、そういうことなんかも議論になってくるような、そういう気がする

わけでなんです。 

 そういう意味で、その特区のところをどういうふうに今とらえたらいいのか

、どういうような方向になってくるか、あるいはどういうような議論が今、出

されているのか。文科省の中あるいは外、あるいはそういうようなところを踏

まえて社会、そういうところにどういうものがあるのか。そういうことをちょ

っと教えていただければというふうに思っております。 



苅谷 これは多分、大槻さんの番ですが、３人にお答えいただくようにしま

しょうか。今の問題とどういう、特区をどう見るか。 

大槻 私のほうから網羅的なご説明ができるというふうには思ってはいない

んですが、私がどう見ていたかということを中心にお話をさせていただきたい

と思いますけれども。私のかかわりで言えば、前の職ということになるわけで

すが、特区研究開発学校制度という制度を作って、それをその教育課程に掛か

る例外的な措置の受け皿にしたわけです。ただし、その時に私どもが担保した

というか留保したのは、学習指導要領によらないという場合であっても、教育

基本法と学校教育法に定める教育の目標が達成されるようにということをお願

いしています。従って、今後実行されて評価をしてくわけですけれども、その

評価によっては、そういう観点からの評価をする必要があるというふうに思っ

ています。 

 それで今後、評価ということになるわけですけれども、既に始まったものに

ついて、評価がこれから日程に上ってくるわけです。報道でも伝えられている

と思うんですけれども、じゃ、その評価ができるのかどうかということですね

。時期的な問題として。私ども教育の立場から言えば、まだ始まって数カ月と

か１年しかたっていない。さっき、どなたかの話にもありましたように、少な

くても卒業生が出るまで分からないじゃないかというお話があったんですが、

私どもとしては、もっと時間をかけて評価すべきだということを主張しようと

思っています、というより、おりましたというふうにしか言えないんですけれ

ども、そうしないといけないだろうと。 

 しかし、特区の担当者、内閣府のほうの特区室の人たちとか、あるいはその

周辺の人たちというのは評価をすぐにしないと。評価の先延ばしだと。要する

に、抵抗勢力だという論法になってきてしまう。しかし、それを現実に見れば

、きちんと評価するためには一定の時間的経過も必要だろうというふうに私ど

もは思っているというのが一つ。 

 それから、その特区で私が非常に課題だなと、今ご指摘があったように、首

長主導で教育委員会との関係がどうなのかというご指摘がありました。特区、

いろんなご提案があって、それが特区として認められたものもあるんですけど

、認められなかったものもかなりあって、そういったものを見ていくと、少な

くとも教育委員会なりの担当者が知っていれば制度上できる取り組みがかなり

あったというふうに私は思っております。そういった点で知事部局と教育委員

会との間の連携がなかった点もあるのかなと思っております。 

 それから、これは私のまさに個人的な話としてお聞き取りいただければいい

と思うんですが、特区というのは本来、経済の活性化ということであるわけで

すから、それが本当に経済の活性化につながってるのかということも評価され

るべきでありましょうし、もっと言えば、特区といっても何らかの地方公共団

体が資源をそこに投入するということになるでしょうから、それについて住民

のコンセンサスが得られる必要があるし、逆にそれで何らかの初期の目的が達

成されなかった場合に、それを今度・・・。 



 例えばあれですよね。特定の話をすると語弊があるのでしませんけれども、

何らかの学習指導要領と異なった指導をして、それが身に着かなかったと。さ

っき言いましたように、教育基本法とか学校教育法で求められて目標としてい

るようなところが、そちらも達成されていないといったときに、じゃ、だれが

それをセーフティーネットといいましょうか、受け取るのかと。そういったこ

ともきちんと考えていく必要があるだろうと、これは個人的に思っております

。 

苅谷 佐藤先生、もし現場のサイドからの・・・。 

佐藤 正直言いますと、私の町で構造改革特区を市長とやろうって話になっ

たんですけども、結果的にはそういうことを考える人材がいないんですね。そ

こが現場の問題かなというふうに思うんです、地方での場合は。 

 今のような状態だったら、本当は市の教育委員会がもっともっとリーダーシ

ップを執って動いてくれると、学校と市教委っていうのは意外と密接な関係が

あるわけです。県と学校って意外とかかわりが少ないですけれども、市教委と

学校はありますから、市教委が首長さんと会っていろいろと話し合っていただ

いて、そういう何か新しい政策を作ってやっていただけると、私たちもその政

策作りの中に入れるわけです。そうすると現場の声も反映されるということは

あると思います。現在は、もう既に富士市では市民レベルの「教育を考える会

」を立ち上げ、この６月から動き始めたところです。 

 ただ、特区はいいなと思うことが一つあります。かなりカリキュラム編成で

自由になるのかなとうらやましい状況があって、例えば、これはうそか本当か

知らないですけども、ある校長さんと話したら、三重県は数学と英語の週当た

りの授業時間数を増やすと。特区にすることによってできたというようなこと

があるわけですね。そうしますと、何か特区にならないとそういうことできな

いのか。普通の公立ではできないだろうかという、また何かものすごいジレン

マを抱えましてね。この制度はいいのかどうかっていう。まさに教育の公共性

って何だろう、公平性って何だろうって、そういうことを感じることはありま

す。 

藤田 私は特区にはもともと批判的で、こういう手法で教育の新しい可能性

を探っていくというやり方には賛成していませんでしたから、詳細にその内容

についてきちんと確認してはいないのですが、多くの特区は、やっぱり首長主

導で行われているというふうに理解しております。そして、この首長主導で行

われているものに特にその傾向が強いように見受けられるのですが、小・中学

校の教育にかかわるものについて言えば、基本的に二つのタイプしかありえな

いと見ています。どちらも教育の機会にかかわってくるものですが、一つは、

私は「強者」という言葉を使っていますが、恵まれた子どもたちのための何か

特別の教育機会を提供するというもの、もう一つは、例えば八王子市のように

不登校の子どもたちなどを主に対象として行うものです。後者については、今

では文化省はいわゆるフリースクール等を部分的に認可・認定するようになり

ましたが、それだけでは十分でないということで、さまざまな可能性を探ると



いうものです。 

いずれにしても、基本的には、カリキュラム編成等を含めて、学校運営や教

育実践に関わるものについて、さまざまの可能性を探るということであれば、

文科省の研究開発学校を含めて、今では随分、弾力化されてきていますから、

総合的な学習の時間や選択教科の時間も含めて、可能性を探っていくという方

向でやっていくほうがいいのだろうと思います。もちろん、この方向での改革

・改善の試みを特区プログラムとして進めることもできないことではありませ

んし、実際に特区プログラムのなかにはそういうものも含まれているのかもし

れませんが、それはむしろ、文化省の研究開発学校等で行い、その成果をきち

んと評価・検討し、必要であれば法改正や学習指導要領の改訂なども含めて、

広めていくようにする方がいいと考えています。 

 問題はそういう方向ではなくて、先程言いました、教育の機会にかかわるよ

うな方向にあります。この場合は、先程も言いましたように、一部の恵まれた

子どもたちのためのものであるか、あるいは、なんらかの特別のケアを必要と

するこどもたちのためであるか、そのどちらかになると見ています。例えば岡

山県旭町の学習塾による中学校経営の事例であるとか、群馬県太田市の英語を

教授言語とする小中高一貫校の事例は、前者の典型例と言えます。 

それに対して、後者のほうであれば、これは文科省がもっと積極的に、そう

いう方向での規制の緩和なり適切なサポートなりを進めていくべきだと、私は

考えています。それは、基本的に小・中学校の教育は、私は社会権だと思いま

すので、その社会権的な権利が十分に保障されていない子どもたちに対して適

切な機会を提供することは、公的な責任として必要なことだと思うからです。

そういった意味で、フリースクールの問題を含めて更に検討する必要があると

いうふうに思っています。 

 それから英語教育の問題についてですが、先程来出ていますように、これは

悩ましい問題だと思います。私は「総合的な学習の時間」には当初から批判的

でしたが、それはともかく、総合学習の時間に英語教育を行う小学校や英語の

時間を増やす中学校が増えるであろうことは、その当初から予想できたことで

す。実際、そういう小・中学校が増えていますし、例えば金沢市などでは、全

小学校で既に英語教育をやっていますが、今後さらに、そういう自治体や学校

が増えてくると予想されます。これはもちろん、各学校や各自治体で試行して

いくということがあってもいいのかなとも思いますが、それよりも、この英語

教育の問題は文部科学省や中教審などのレベルで、どういう在り方が好ましい

のか、適切なのかということを、きちんと検討して進めるべきだと思っていま

す。そして、必要だということになれば、どういうスタッフ体制やカリキュラ

ム編成が適切なのかといったことを含めて、もっときちっと検討すべきだと思

います。もちろんその場合、全国一律に特定の仕方にしなければならないとい

ういことではなくて、いくつかのパターンやオプションを示したうえで、それ

をどういうふうにやるかは各自治体に任せるというような、せめてそのぐらい

のことは、英語教育についてはやるべきでないかと思っています。 



苅谷 じゃ、よろしく。 

金子 東大の金子ですけれども、今、特区の話が出ましたので。実は、私、

評価委員をやっていまして。何か私は指標化論者だとどうも誤解されているら

しくて・・・。 

 特区の評価委員会に出ていまして感じますのは、一つはやはり長期的なエバ

リューションが必要だという議論はどうしても出すのですが。ただ、これはも

う政治的な力関係だと言うことでしかないんじゃないでしょうか。特区という

のは、当然、教育に関しては長期的なエバリューションが必要なんですけれど

も、これはもう官邸側とかがいるんで。やっぱり、「そんなことを言ったらで

きない」という勉強があるんですね。 

 ある意味では、特区にしてしまったこと自体が相当触れたことになるのでは

ないかっていうのがあって、相当大きな動機になってしまっている。そのまま

やってしまってはくれない所が出ているんだと思うんです。 

 それと、もう一方では、特区でやってみたけれども、結局規制はそんなにな

かったというケースが非常に多いんですね。やっぱり、一般的な観念として規

制があると思われていたのが、実は規制がなかったというケース。で、ただや

っぱり議論をしていって感じますのは、やはり現場の主体性が何といいますか

、教育制度自体、今の教育制度の在り方によって押しつぶされる。それがけし

からんので規制緩和をすべきだという意見が非常に、そういう何ていいますか

、パッションみたいなのが非常にあるんですね。何かこう、圧迫感というか何

の規制だか忘れちゃいましたけど、その行って見にいった人、「先生の目が輝

いていた」とか何とか言って（笑い）、そこら辺で非常に何かそのエネルギー

を、パッションをもらってきて、やっぱりこれ素晴らしいっていうような話の

わけですけど。 

 ただ、私は特区については非常に政治的な問題になってしまっていて、それ

自体あんまりもう吟味してもしょうがないんじゃないかなと思い始めてるんで

すが。現実的には非常に大きな確かにそういうもので、それはそれなりに頑張

んなきゃいけないです。 

 ただ、それに関連して私ちょっとお聞きたいと思うんですけど、佐藤先生さ

っきおっしゃってたように、佐藤先生のお話は、「かなり現場にとっては何か

をやれという、現場の主体性を発揮しようとしても、さまざまな要求があり、

足かせがある、その資源の制約がある」というお話だったんだと理解するんで

すが、問題はそういった制約がどっから出ているのかということだと思うんで

す。それを文科省の政策、ないし指導要領から出ていると考えていいのか、あ

るいは先程の中からの話で引き続き出てきました、県教委自体の解釈自体が新

しい学校を作っていく。 

 あるいは、更にお話を伺ってますと、要するに国民自体が一種の公立学校に

対するものすごいいろんな要求をしていて、それはマイナスはない、プラスだ

けでちょっとマイナスはないって言ってるわけですけれども、ただ、どれも取

り下げるわけにいかないような要求をずっと続けていて、しかもメディアもそ



れについて容赦なく、何かどっかかと言えば必ず学校の責任だというふうにし

て言いくさる。要するに学校に対して、ものすごいいろんなものが、要求がた

まっていてですね、これ自体は一種の非常に大きな制約になっていて、それで

もって学校の主体性が押しつぶされてしまっているというか、何ですか、エネ

ルギーが出れなくなっていく。 

 先程は、特区なんかで出てくるエネルギーも、結局そういうのをちょっと誤

解して、要するに規制の問題だとして、全部規制取っ払えばそれは全部解決す

るっていうふうに、私はちょっと誤解しているんじゃないかと思うんですけど

。ただ、問題はそういった一種のしがらみのような、そういった制約の条件が

非常に学校自体の主体性を発揮するのに対して非常に難しい状況を作ってしま

っている。そういうとこあるんじゃないかと思いますね。それはそのどのよう

に考えられるかということなんで、これは、佐藤先生のお話に触発されたんで

すけれど、三人の先生方にちょっと伺ってみたいと思います。 

苅谷 じゃあこれも、３人の先生からそれぞれお答えを、どなたからでも結

構ですのでどうぞ。 

藤田 私は、基本的に今では、規制は随分緩和されてきていて、できること

が増えてきているんだと思っております。ただ、例えば学校完全５日制や、そ

の年から実施された学習指導要領を含めて、構造的に矛盾を抱えた改革や政策

が多いことも事実だと思います。また、これは佐藤先生も先程言われたように

、学校に要求されているものがやたらと多いことも事実です。問題は、それを

全部やらなければいけないかどうかということです。私はあちこち講演に行っ

て言っているのですが、そういう要求や政策は適当に無視して、本当にやらな

きゃいけないことだけやればいいというふうに言っています。 

 しかし、実際に学校現場ではそうもいかないようで、それを全部やろうとす

る。例えば先程佐藤先生が挙げられた、心の教育、食の指導、読書指導、不登

校対策、生活指導、給食指導等々、何だかんだと言われて、それを全部やらな

いで済むかというと、その多くは日常的に既にやっていることですから、それ

について更に新たに追加でこういうようなことをやってほしいというふうに出

てくると、対応せざるを得なくなってくるんだと思うんです。 

 それに加えて、「特色ある学校づくり」とも関連して、「総合的な学習の時

間」は自分たちで編成しなければいけないということになると、それにかなり

エネルギーを割いている学校もあるでしょうし、そうなるとやはり、次々と打

ち出されるそういう政策や改革が学校現場をますます窮屈にしていると言わざ

るをえません。そのことは、先程金子さんが言われたように、必ずしも直接的

に制度や政策によって制約されているというわけではないけれども、「やれ」

と言われることが多すぎるために結果的にできること・なすべきことを十分に

探ってやることができていないというジレンマがあると思います。 

 もう一つは、なぜそういうことになるかということですが、県の教育委員会

のコントロールが強いというのは、前々からいろんなところで指摘されてきま

したけど、これは、主として市の教育委員会なり、あるいは校長さんなりが、



それなりに責任を持ってどう対抗するかということでもありますから、佐藤先

生のように嫌われてもやるという人が出てくればある程度問題は解決する。 

 もう一つの問題は、国民とかメディアとか、そういったところの問題が多い

ということです。この間、国の規制やそれを所管している文部科学省が批判さ

れ続けてきましたし、また、画一主義や過度の平等主義が日本の教育を歪めて

いる、時代遅れのものになっているとか、創意工夫や自主性や主体性を抑制し

ていると言われ続けてきましたから、そして、今ではそういう思い込みが流布

しちゃっていて、そういうなかで変えなければいけないという声が強まってい

ること、そういう風潮自体に問題があるんじゃないかと思います。 

 それとの関連で、私は特区の問題も重要だと思うんですが、つい最近、地域

運営型学校についても法律が改正されましたよね。その法律改正の際もそうで

すし、特区の場合もそうですけれども、地域のニーズとか、地域の声を代表し

てと盛んに言っていますが、どちらも、実際はその地域のほんの一握りの人た

ちが具体的な改革案を勝手に作っているのが実情だと見ています。地域のニー

ズと言いながら、それは特定のニーズであって、地域社会を代表していると言

えるようなものではない、あるいは幅広く地域社会のニーズをくみ上げている

と言えるようなものではない場合がけっこう多いと思うんです。 

 もちろん、そういうようなかたちで自分たちの要求を実現しようとする人た

ち、現行制度のなかでは満足できない人たちがいることも事実なんだと思いま

す。いわゆる「コミュニティ・スクール」という名前でチャーター・スクール

に類するもの、あるいはイギリスのボランティア・スクールのようなものを日

本にも導入したいと主張してきた人たちは、ある意味でそういう人たちだと思

いますが、そういう人たちの声や関心というのは必ずしも現行制度のなかでは

十分に実現できないわけですから、そういう要求や関心にどう対応するかはそ

れなりに考えていくべき問題だとは思いますが、それを一般化して、システム

全体を変えていくというのは問題だと思っています。 

 そういう部分と、多くの学校が直面している問題とが、両方一緒にされて、

制度や政策の制約で画一化を強いられているというふうに議論されていること

に問題があるんだと思います。ですからその点は金子さんのご指摘の通りだと

思います。 

佐藤 私は、学校が主体性を発揮したいときに阻むものがあったと思います

。例えば、さっき足かせって話がありましたけれども、例えば、道徳教育があ

りますね、心の教育があります。静岡県の場合ですと「心ゆたかに」という本

を教員たちで作ってこれを基にして何年もやってきたわけです。ところが、「

心のノート」がぱっと出ると、「前のモノを捨てなさい」とこうなるわけです

。これをやったか、やらないか、報告しなさいです。当然やらざるを得なくな

ってしまう。そうすると、自分たちが主体的に作ってやっていたものが、そう

いうものが出されることによって後退していくというのでしょうか、そういう

ことがあるわけです。 

 それから、一般の父兄たちは非常に要求が多いことは確かです、全部採り上



げることできないですけれども、どう対話していくかっていうことが今までで

きてなかったような気がするんです。私がいた学校は、年間２回ぐらいですけ

れども、学校の先生が地域へ出て、地区懇談会と言いますけれども、そこでい

ろんな要求について、学校の考え方を説明することをやります。そういうこと

をやって、「これはできる、これはできない」ということを明確にしないと、

やっぱり「学校は何しているか」と文句言われるわけです。ですから、そうい

うことの説明責任はちゃんと果たさなきゃなんないというのはあります。 

 それから、学校としては全く自由ということは全然考えてないわけです。こ

の土俵の中で自由にやりたいっていうのがあるわけです。一番、カリキュラム

編成でのことを言うと、やっぱり指導時間数の問題だと思います。例えば、理

科と数学なんていうのは入試にも非常に影響がある。だけど、理科・数学の時

間は週３時間です。数学の先生がこう言ってるんです、「入試からはずれてく

れれば、ほんと助かる」。そして親は「学校ではどうも駄目だから塾」と言う

わけです。そういうかたちで学校を信用しなくなる。本当は学校でやっていか

なきゃなんないことを、できないところも、時間的制約ですけれども、私は時

間的制約っていうのはかなりあるような気がする。そんな感じです。 

大槻 要するに、制約っていうのはいろいろあると思いますけれども、その

制約っていうのが制度上の制約なのか、その制度っていうのが国の制度なのか

、あるいは地方のいろんな制度なのかっていうことと、運用上の何か困難を伴

うものなのかっていうことを、きちんと一つずつ見極めていく必要がある。 

 それで、私が冒頭申し上げたのは、地方教育行政の改革の中教審答申も重要

だけれどもなかなか浸透してないといったところが、例えば、県の指導主事の

方とか、あるいは市の教育委員会の方も、そういう方もいらっしゃると思いま

す。あるいは校長・教員の方でも制度上何ができて、何ができないのかってい

うことが明らかにならないままに、いろいろ困難を抱えて立ち往生してしまっ

ているというのが、一つにはそういうところがあると思います。 

 それからもう一つ、今、佐藤先生がおっしゃったように地域の住民とか、保

護者の方にきちんと説明していくということが重要だと思っていまして、例え

ば、特区の話にちょっと戻っちゃうんですけれども、特区で良かったなと私は

思ってるのは、特区だけじゃないかもしれませんけれども、首長さんが教育に

対して関心を持ってある程度の資源を投入する。その伝え方はいろいろあると

思うんですけれども、じゃあ教育が重要だから資源を投入するということで、

いくつも少人数学級の編成になったり、あるいは副教材の作成ということにな

っているわけですが、あるいは、中には校長の裁量経費ということで認めてる

例もあると思うんですけれども。少なくとも、予算の編成権を持っている首長

が資源を教育に投入してくれるっていうこと、それが住民の一つの関心のイッ

シューにもなっているんだということが分かるようになってきて、そういうこ

とであれば、もっと学校が住民に説明する、保護者に説明することによって、

例えば学校で使い勝手のいい予算を増やすということにも首長のほうを経由し

て、なる可能性もあるということです。そこら辺をやっていく必要があるのか



なと思います。 

 それから、時数の話なんですけれども、週何時間ていうのは、なかなかそれ

を一時に変えることはできないと思うんですけれども、例えば時数っていうの

は、あくまでも標準だということになってますから、それを、ある教科・科目

を１０５っていうのを１２０にしたりっていうことはじゅうぶん可能なわけで

すから、そういった取り組みもできるようになっているということを申しあげ

たいと思ったところです。 

佐藤 時数のことでいいですか。標準というのは下限が指定されたんですね

。例えば１０５っていうのは下限ですか、標準というのは本当は下回ってもい

いのかと思うんですけれども、それは絶対許されないです、今。「その時間数

を確保しなさい」ですから。１０５を１２０時間やる、１４０時間やるという

ことが逆に、「あの学校は、あれだけやってくれてる」となるわけです。そう

いう問題も起きます。 

 実は、私がいた学校は総時間数で１００時間ぐらいオーバーしているわけで

す。生み出すわけですね。先程、言ったようにいろんなものを引き算して時間

を生み出して、そして子供たちに何とか意欲のある学びができるように工夫す

るわけです。だから、それはそれで努力しているんです。だけどもそういうこ

とが、例えば本来１０５であるものを最初から１４０にすることは許されない

わけです。もちろん、例えば一日７時間授業をすれば簡単にできる。簡単に言

えばです。学校の努力によって、自主性によって一日７時間目を作って数学を

やると１４０時間になるわけです。だけど、一日７時間目を作ったら困るわけ

です。困るわけじゃないですね。でも、今現実には部活動があります。 

 先程、藤田先生が群馬県の太田市の話をされましたけれども、あの首長さん

、考え方はいいなと思っているんですけれども、「学校には部活動でプロ教師

はいない」「だからこういうことをやる」と。「プロ教師がいない」という言

葉だけが強調されてしまう。私も野球が専門だったですけれども、私は野球で

採用されたわけじゃないんです。教科で採用されたんです。ところが、親の中

には、「部活をやってくれればいい教師だ」って人もいるわけです。現実には

指導者が学校にいないこともある。そうすると、「あの学校は駄目」、こうい

うふうになるわけです。 

 ですから、太田市の市長さんは、「だからクラブチームを市として作ってや

った」と。社会体育移行するって考え方で私は大変賛成で、だけど、これは２

０年前からやってるんです。社会体育に移行しようって。だけど、中体連があ

る限り駄目なんです。中学校体育連盟って言いますけれど。最近は、中文連よ

言って中学校文化連盟なんて作っちゃいまして、ますます教師の首を締めてい

るわけです。ですから、現場の校長は何やっているか思うときもあるんですけ

れども、でも、仕方なし協力するべきところは協力してますけれども、そんな

感じです。 

大槻 佐藤先生のお話で、先程言い足りなかったことを思い出したんですけ

れども。住民や保護者にきちんと説明するっていう中で、説明するっていうこ



とで安易に、かたちだけ整えれば説明できてしまうという風潮があるとしたら

、これは問題だと思うんです。例えば、発展的な学習をどのぐらいやってると

か、何々式の何かをどのぐらいやってるということだけで説明をすると楽なの

かもしれませんが、そこんとこをもう少し考える必要があるのかなということ

が１点と、それからさっき、学校に過度の要求がいろいろ来ているというよう

なお話がありました。それについては今後どういう展開になるのか分かりませ

んけれども、先程言いました、中教審の教育課程企画特別部会です。これはじ

っくりと腰を落ち着けて、学校の役割というのは一体何なのかということもご

議論いただこうと思ってはおりました。その後どうなるか、これから分かりま

せんけれども。 

苅谷 ほかにいかがでしょう。あと１０分ぐらいになりますので、もう一議

論はできると思います。じゃ、お二人手が挙がりました。じゃあ・・・。 

渡辺 杉並区の天沼中学校という所の校長の渡辺と申します。杉並区は新聞

等でも、よく教育面でいろいろなことを新しくばんと打ち出すと、日本一の教

育を目指しているということで、いろんな意味もあるんですけれども。そうい

う意味ですと、学校のほうへ、もちろんいろんな要求が次から次へと参ります

し、新聞記事にならないようなことはそれほど必要じゃないと、自分の所属し

ている所を悪く言うわけじゃないんですけれども。 

 例えば、どっかからコンピューターが寄付してもらうことになったと。「じ

ゃあ図書館に、区内の中学校・小学校の図書館にコンピューター入れていただ

いたら大変助かると、子供も使えるし」、というようなことで言いますと、「

もうそれは全国的にもよくあることだから、それだったら新聞記事にもならな

いから、それはやめよう」って言われたりしちゃうんですね。 

 つまり、教育において高いレベルを目指している区だということなんですけ

れども。私は教師やっておりまして、教育っていうのはそんなに素晴らしいぞ

と、こんなことやってるぞと、打ち上げ花火のようにばーんと何かやったから

、それがどうだというような思いがありまして、やっぱり目の前の子供を勉強

しっかりさせて、友達に優しかったりという、本当にさっき藤田先生のお話に

もありましたように、もうオーソドックスな教育ができることが大切なんだと

。ここで、教師と子供が信頼関係を持って、じゃあ、それが将来大きな何かの

ときこうだったというようなことが、その子の更に成長に役立てればいいなっ

て、そんな基本的な思いで常にやっているわけなんですけれども。 

 地方行政というと、ちょっと悪い言葉で言えば、何ていうんでしょうね、零

細企業のようなところが、トップがいて、そういうところで派手なことをやろ

うというんで、教育を政治の道具にされるようなことがとても嫌なんです。新

聞見ておりましても、本当に子供にとっていいなという企画は大変いいですし

、制約がなくなることもいい。それもいろんなことをいいと致しましても、や

っぱり子供のためにならないようなことを一部のニーズにこたえるかたちで何

かやろうと。 

 例えば、１校だけ芝生をばんと作ろうとか、なんていうのがあれば４人ぐら



い教員増やせると。そうすれば、いい・・・。できるんじゃないかなんてこっ

ちは思いますし、あるいは、特別なエリート小・中学校を作ろうとかいうよう

なことで、例えば小学校の勉強を５年生までに終わらせて、中学校の勉強を２

年生までに終わらせて、そして小・中一貫ですごいエリートの学校を作ってい

こうと。例えばの話が、そんなこともこれからはあるんじゃないかなと思うわ

けなんです。すごくそういうことを聞くとむなしくなるんですよね。だれのた

めの何の教育なのか。それで、良かったとして、それが全国的に行われ、それ

が広がっていけばいいんですけれど、そういうものじゃない場合、だれが責任

取るのか、だれが歯止めを掛けるのか。地方分権化というのは、そういう意味

では大変怖いなと。 

 私なども現場の声を、やっぱり今まで私たちっていうのは、教員・管理職も

含めましてなかなか意見を言わずに、ぐっと校内で「気にしない、気にしない

」なんて言ってやってたんですけれども、これからは外に言っていかなきゃい

けないんじゃないかなと思うわけなんです。 

 そういう意味で、ここにもいろんな方がいらっしゃると思うんですが、私は

私の立場で言っていかなきゃいけないこともありますし、研究者の皆さんもあ

ると思うんですけれども、マスコミ等で、教育はやっぱりマスコミの視聴率を

上げるようなかたちで、面白半分で扱ってもらいたくない、そういうところに

便乗してほしくない。そこでも地味でもいいからお布団臭い意見をきちっと言

っていきたいってなことで、つくづく思います。 

 そして、もう少し親というか、地域の人、国民で、いったい教育って、どん

な教育が大切なのか、小・中学校の教育ってどうあるべきなのかということを

、もっとみんなで討議していきたいなということを、ちょっと漠然としており

ますけれども、以上です。 

苅谷 何かリアクションがあればもし、先生方。 

佐藤 同じ立場にいたということで、何となくよく分かりました。私が岳陽

中学校の時には、こういうふうに派手なアドバルーンを上げることは一切やめ

よう。地味な学校と言われる学校でいいだろうって。やっぱり日常的な授業を

、いかに学びの質を高めて、レベルの高い授業をするかっていうことのほうが

、先程の藤田先生と同じことになりますけれども、そういうことをやって、何

か派手にやるということが果たして教育なのかなって。その人ならできること

があると思うんです。でも、その人が去ってしまうと、それがなくなってしま

うというようなものは、やっぱりどうなのかなと思うんです。 

 私が今、ものすごく今までやってきた中で気に掛けているのが、校長が代わ

ると学校が変わるということがよくありますね。だから、自分が作ったなんて

ことを考えてはいけないわけです。これは皆で作ったものだ、要するに先生方

皆で作ってきた、あるいは地域の方も入って、子供の意見も聞いて、やってき

たわけです。だから、残っていくと思うんです。これが、ある一人の人間の考

え方で、旗を振ってやる。そのときはいいんですけれども、その先生が去った

あとどうなるのかな。長いスパンで子供たちをどうするかという視点も、リー



ダーシップの中に入れておかなきゃいけないんじゃないかなと、自分のときだ

け良ければいいってもんじゃない、そんなふうに思ってますけれども。 

藤田 言いたいことはありますけれども、私も今のご発言その通りだと思っ

ています。今日はあんまりそういうたぐいの発言は控えたんですけど。いつも

講演に行くとたいがい、最近はパフォーマンスの好きな政治家が日本の教育を

駄目にしていると言っています。日本の教育の本当の危機は、校内暴力とか、

いじめとか、そういったものにあるんではなくて、基本的にこういう変な改革

それ自体や、それを進めている政治家、そして、それにもしかして加担してい

るマスコミや研究者にあるというふうに私は思っております。 

 杉並区の芝生３千万で作ったって話、私も知っておりますし、あちこちでそ

ういうようなことが起こっております。首長レベルでもそうですし、国政レベ

ルでも。先程の特区にしましても、国庫負担の問題にしましても、文部科学省

が主体的にこれをやろうとしたんではなくて、政治の力学で官邸指導で、ある

いは総合規制改革会議等の主導で進められているものですから、それに対して

今やもう教育界というのは抵抗勢力であるか、あるいは全く力のない勢力にお

としめられているということ自体が日本の教育をますます危機的な状況に追い

込んでいるというふうに思われます。 

 それに対して、もっともらしい教育学的な理由付けを、この間ずっとさせら

れてきたという面が教育研究にはあるのではないかという気もしております。

ですから、必ずしもすべてがそうだというわけではありませんけれども、私は

評価ということについては、大学教育についての評価もそうですし、あらゆる

領域に、今、評価は広まっておりますから、この流れに対してどういうふうに

これを適切に教育の世界で受け入れていくかっていうことは、本当によく考え

ないと、ゆがんだかたちにますます行く危険性を持ってると思って、今日はち

ょっとそこの部分を強調したわけです。ほかにもいろんな問題があると思いま

すから、これはきちっとそれぞれについて、問題を精査して検討するというこ

とが必要であると同時に、状況的に言えば政治的な力学の中で、研究の成果も

含めて、どういうふうにさまざまな批判的な見方を広めていくことができるか

ということが、もう一つの課題だというふうに思っております。 

苅谷 そろそろ、だんだん時間が押してきています。 

サイトウ 東京大学理学部の地球惑星物理学科３年サイトウと申します。ち

ょっとほかの原因についてお話ししたかったんですけど、今オーソドックスな

教育の重要性みたいなことをおっしゃられたんで、その点についてちょっと話

してみたいんですけど。 

 オーソドックスなものが本当に価値あるものだとしたら、それはそれなりに

評価されて、メディアにも報道されるべきだと思うんですけど、僕はオーソド

ックスな基礎などの教育を重要視するのはすごい重要だと思ってるんですけど

、もし、それが本当に価値あるものであれば、社会に正常に評価されて、メデ

ィアにも報道されると思うんです。そういう意味で、社会に広がっていくって

いうのはいいと思うんですけど、その点について先生方どう思われますか。 



苅谷 あんまり、だから評価されてないこと自体が、実際はあまりメディア

が取り上げないぐらい。今通用しなくなってるんじゃないかってことです。そ

のオーソドックな教育が。 

サイトウ そうですね。希望としてはメディアがそういうところも深く取材

していただいて、報道していくような社会になればいいなと思います。 

苅谷 メディアの方お答えになりますか。（笑い）今までの議論を少し。も

し、何人か顔を知っている方もいらっしゃるみたいですから。 

藤田 今の点でちょっとコメント。 

苅谷 じゃ、よろしく。 

藤田 その点で非常に矛盾した、皮肉な事例を挙げることができます。日本

の学校の先生方は、いわゆる進歩主義的な教育、これは苅谷先生も本の中で書

かれていることですけど、進歩主義的な教育なり、子ども中心主義の教育なり

、あるいはまた、シチュエーティッド・ラーニングであるとか、体験学習であ

るとか、いろいろなかたちで、子ども中心の教育・学習を広めるべき好ましい

ものとして努力し、対応してきたと言っていいと思います。 

 ところがここへきて、「総合的な学習の時間」というものが導入されたわけ

ですが、これまでは教科の中に、そういう「総合的な学習の時間」のアイデア

を取り込んで、教科の学習を豊かにしていくというのが、１９９０年代までの

考え方であり政策でした。ところが今回の学習指導要領では、「総合的な学習

の時間」を特設したことで、そういう学習を特別なものとして教科の外に出し

てしまったわけです。そこに明らかに、一つの重大な矛盾があります。 

 それからもう一つの事例として、最近になってとみに学校の先生、特に中学

・高校の先生方は「予備校とか塾へ行って指導法を勉強してきなさい」なんて

言われてるじゃないですか。この３０年ほど学校の先生方は、知識詰め込みの

受験準備教育がダメだと言われて、それを改めるためにさまざまの改善を強い

られてきました。ところがここへきて、そういう点での教育能力が非常に低下

しているということでたたかれて、「塾へ行っても当たり前だ」、「塾や予備

校の指導法の方が優れている」みたいな雰囲気が一部に出ているわけでしょ。

これもある意味で矛盾していますよね。 

 実は、このオーソドックスな教育方法と、進歩主義的な教育方法と、どちら

がいいかということについては、学習指導法面でもそうだし、いわゆる問題行

動のようなものでもそうですけれども、もっときちんと検討すべき問題です。

問題行動のほうは最近、トラディショナルと、それに対してプログレッシブな

いしパストラルなアプローチというふうに区別されて、欧米でも、どっちがい

いのかって理論的にも、実践的にも問題になっています。ですから、絶対的に

どちらがいいというふうに言えるような問題ではなくて、試行錯誤が繰り返さ

れてきたわけですが、日本の場合に、残念ながらそういう議論が表面に出るよ

りも、その政策や世論のさまざまな動きの中で、先生方が振り回されていると

いうのが実情であり、そういう点にも問題があるというふうに思います。 

苅谷 何か、もう時間大丈夫ですか。大丈夫、よかった。 



大槻 メディアの話ということで、今日もおなじみの方々がいらっしゃるん

ですが、私の個人的な所感ということで申し上げさせていただきたいと思いま

す。 

 教育の営みというのは本当に地道なものだと思います。他方、メディアとい

うかマスコミの一つの特性として、変わったこと、ニュースっていうのはそう

ですよね。変わったことを報道するということがあるんだろうと思ってます。

これ、極論すれば、犬が人をかんでも報道されませんけども、人が犬をかんだ

ら報道されるっていうのがありますし、よく古典的に言われるのが、例えば、

タイなんかで虫を食べてると、じゃあタイはみんな虫を食べてるのかというふ

うに思ってしまうということもあると思うんです。ですから、そこら辺はマス

コミの一つの特性というと怒られるかもしれませんけれども、違います？（笑

い） 

ハヤカワ 違うと思います。（笑い） 

大槻 違うと思いますか（笑い）。そういう面があるのかなと、私はこれま

でいろいろマスコミの方と接しながら思ってきた点もあるんですけれども。私

なりに一つ思うのは、マクロの部分とミクロの部分を、これはマスコミってこ

とじゃなくって、われわれが考えるときに、両方考えなきゃいけないんじゃな

いのかなっていうふうに思ってます。ちょっと具体例を話すのは時間がないの

でちょっとあれですけれども。 

 それで、私どもが唱えてきたことはもちろんマスコミの方に対しても対応致

しますけれども、ほかのいろいろな方法で直接いろいろなことを説明する必要

があるだろうと思ってます。それは、いろいろな所に出掛けていってお話しす

るということもあります。ここの場もそういう一つだと思ってますし、あるい

はもう一つは、自分たちで「教育課程部会事務局だより」というメール・ニュ

ースというのも話しました。さっきハヤカワさんから「違います」といった・

・・。もちろん地道な取り組みもたくさん報道していただいてます。それはも

ちろんですけれども、ある部分について言えば、新しいところ、ニュースとい

うところを報道されがちなところはあるんだと。それから、見出しの取り方と

いう点でも、本文と違っているようなところもあるんだろうと思います。多分

、ご質問の点は、そういうところがあるんだろうと思います。 

苅谷 どなたかマスコミの方で、ご発言ありますか。よろしいですか。（笑

い）じゃ、どうぞ。 

－－ 中央大学エクステンションという所で仕事をしてる者なんですが、先

程からお話を聞いてて、結局、必ずしも教育現場も、あるいは大学研究者もぶ

つかってる問題は、近代校教育の人間の平等と自由ということで、結局われわ

れは資本主義社会に住んでますので、そうすると、どうしてもここで理念上も

現実上もぶつかって、何か悩んでるんじゃないかというふうにちょっと思いま

した。それは、文部省も政治化も国民、父母も地域社会も皆そこでぶつかって

る問題だろうと思うんですね。先程の杉並の校長先生から言うと、やはり、ど

うしても平等的なところに気持ちを持ちたいみたいな。 



 私は、小・中学校は基本的にやはり基礎教育ですから、近代国民国家の国民

の基礎教育ですから、そこに平等に重点を置いてもいいんじゃないかと。ただ

、高等教育に行っちゃうと、どうなんでしょう。グローバルスタンダードとか

、先程、文部省の先生はナショナルスタンダードとおっしゃいましたが、恐ら

くグローバルスタンダードといっても先進国、「アメリカとかＥＵの公教育は

こうだよ」というところで圧力が多分掛かると思うんですね。その辺りとどう

整合性を持たせていくか、あるいはレベルで調整するのかという問題が出てく

ると思います。でも、やっぱり小・中学校は基本的な国民の基礎教育はここま

でだよと、文科省としては、ここまでは先進国と比較しても、こういったレベ

ルは保ってほしいということは、言わざるを得ないんじゃないかと思うんです

。 

 ただ、どうなんでしょう、先程、佐藤先生からおっしゃった、現場は横並び

が強いというように、いろいろな産学連携まで行くと、企業でもいろいろお話

しされてるのを聞くと、集団的な成果を強調されるところが多いみたいですね

、日本の企業の場合は。そういうところから見ると、この辺りが日本の伝統的

なものは、和を大切にするところがありますから、それをあまりそのまま行く

と難しいんで、その辺りがやっぱり、どっかで高等教育辺りで離陸させていか

なければいけないんじゃないか。ある程度の合理的な強制的な関係というもの

も取り入れていかなきゃいけないんじゃないかと。まあ、自然にそうなってい

ますけれども、そんな感じで仕方ありませんでした。その辺りが一番、やっぱ

り人間の平等と自由をどういう調整をしていくかというところで、みんな悩ん

でるんじゃないかという感じを、ちょっと感想ですけど感じました。 

苅谷 ちょっと時間が過ぎました。時間のお約束がある方もいらっしゃいま

すので、ここで申し訳ございません。全体の会としてはこれで閉じさせていた

だきますが、私が特段、全部をまとめて申し上げるようなことはないんですが

、このシンポジウムを企画した意図と致しましては、今、最後のご発言にもあ

りましたし、途中で特区を巡るご議論の中でも出てきましたけれども、一見わ

れわれは、何か今まで文科省の中央的な統制があまり強すぎて、それが教育を

ゆがめてとか、あるいは画一的な教育を生み出していて、そういったものが全

部取っ払われると何か素晴らしい教育が生まれてくるんだっていう、どうもそ

ういう幻想にとらわれていたんだと思います。 

 それは、ちょうどそのオーソドックスなものと、目新しいものとの対比の議

論でも同じようなことが出てきたと思います。そこの根っこにあるのは、もし

かするとわれわれが教育研究者や教育研究者になろうとしている人たちの中に

も、どっかにそういう新しいものイコールいいもの、よりベターなものという

見方はやっぱりどっかにあって、その陰で実際、地道にきちんとやってきたこ

との評価を忘れていたっていう部分があるんじゃないかと思います。 

 そういった意味で、まもなく参議院選挙で、これは、ある政党は文科省は義

務教育部門についてはあんまり政治的な発言しちゃいけないんだけど、非常に

縮小しろというところまで、いわば分権化の流れというのが及んでいて、これ



はどの政党に投票しても、恐らく政治的なパフォーマンスからしたら、「分権

化イコール、よりベターなもの」って、多分そういう方式がどこからかで、も

うできあがっているんだと思います。 

 そんな時に、一方でわれわれというか、恐らく行政も現場の先生方もマスコ

ミも含めですが、ある意味で教育にかかわってる人たちの専門性、これは研究

者としての専門性だけではない、いろいろな専門性ですが、教育における、藤

田先生の言葉を使えば、まさに「当事者主義」というのでしょうか、そういう

考え方をちゃんと持ってる人たちが声を上げていかないと、ある意味で、非常

に政治の中で流されてしまう。 

 そういった意味では、今日ご議論の中でいろいろ出てきた問題っていうのは

、新しいさまざまな研究の芽といいましょうか、その根っこをいろいろなかた

ちでもらったんじゃないかと思います。こういった機会を通じて、またいろん

な新しい研究の成果が生まれてくることを期待します。 

 また、こういうことを、これはちょっと派手さを逆に売り物にしたんですが

、機構としましてはこういう機会をなるべく多く作りまして、さまざまな機会

にこういう研究・教育交流ができるようなそういう場を設定していきますので

、また今後もいろいろご案内差し上げますので、ぜひともご参加いただければ

と思います。 

 最後に、今日お三人の発表してくださった先生方に皆さんで拍手をお願いし

ます。先生、本当にどうも今日はありがとうございました。（拍手） 

（終了） 

 

※付記：研究会当日のテープ起こし原稿に、当日配布のレジュメに基づき、論

旨・論点に変更のない範囲かつ報告後の質疑応答・ディスカッションの展開に

影響のない範囲で、補筆・修文を施したものである。 

 


